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要望
管理番号

①措置
の分類

①－２措置の内容（対応策） ②現行の法規制等の内容及び関連する規制改革措置の内容
③関連する官民間の競争条

件均一化措置
④開示する情報 ⑤その他必要事項 提案事業名

①－１
「市場化テスト」の対象と
すべきと考える具体的な事業

①－２
提案理由

1 c

（総務省）
　統計事務について、包括的民間委託を含め、民間委託を進めていくことは、政府としての基本方針で
あり、これまでも一定の成果を挙げてきているところである。（平成16年３月末現在で約75％の調査に
おいて何らかの民間委託を実施済。）
　さらに、こうした取組を進めていく観点から、平成16年度中に、統計調査の民間委託に係るガイドラ
インを作成することとしており、現在、総務省が開催する検討会において、関係府省による協議が進め
られているところであり、今後とも包括的な民間委託について推進してまいりたい。
　しかしながら、指定統計調査については、次のような性格や事情があることから、その包括的な民間
委託に当たっては、総合的な見地からの見直し・検討が不可欠であると考えている。
① ＧＤＰ推計や地方交付税の算定、衆議院議員選挙区の画定などの国・地方公共団体における重要政
策の判断根拠として利用されることから、その結果について、特に高い精度が求められること
② このため、指定統計調査について、その方法や内容等に関して変更を行う場合、政府統計制度を所
管する総務大臣の承認が必要となるとともに、総務大臣は承認に際して予め統計審議会の意見を聞かな
ければならない（統計法施行令第１条の３）とされていること
③ 調査結果を迅速に、かつ安定・継続的に提供していくため、法定受託事務のスキームにより、地方
公共団体の統計組織を活用して作成されていること
④ 統計関係法令において、対象者への申告義務、統計調査員に対する守秘義務及び立入調査などの実
地調査権など、特別な規定が置かれていること
　したがって、現在、経済財政諮問会議の下に設置された「経済社会統計整備推進委員会」（座長：吉
川洋　経済財政諮問会議民間議員）における統計の整備・充実に向けた検討等の中で、国と地方との役
割分担のあり方、関係法令等の見直しなどを含め、統計調査の実施の在り方について総合的な検討を行
うこととされている。委員会における検討の結果等を踏まえ、必要な方策をさらに進めてまいりたい。

御提案があった必要と考える具体的な規制緩和措置」については、
特段必要がないと考える。
(1)現行法上、受託者から申告義務を課す仕組みにはなっていない
が、委託者（国等）から調査客体に対して申告義務を課すこととさ
れていることから、調査実施上、特段の支障は無いものと考える。
(2)委託を受けた民間事業者が統計調査事務を行うに際して調査員を
活用することについては、特段の支障は無い。なお、この場合の調
査員を統計法上の「統計調査員」とすることについては、「統計調
査員」が国又は都道府県知事が任命する非常勤の公務員であること
から、そもそも民間事業者が配置することにはなじまないものと考
える。
(3)現行法上において、統計報告の徴集を民間に委託して実施するこ
とについては、国の行政機関が直接実施する場合に含まれるものと
解しているため、特段の支障は無い。

(1)調査全体の流れについては、統計局のホームページ
（http://www.stat.go.jp/）に掲載している。
(2)先月のヒアリングの際にも回答しているが、各調査別に
各工程ごとの人件費などの調査コストを切り出すことは困
難である。なお、各調査ごとの予算額については、予算書
に記載されている。
(3)民間が行う上での規制事項とは具体的に何を指すかは明
らかではないので、回答は控えさせていただきたい。

(1)(2)成果物、中間製品、性能発注に対応した
納品物の検収方法が何を指すかは明らかではな
いが、統計調査結果は国民の共有財産、公共財
という性質をも有しているため、調査結果は公
表し、誰でも利用し得るようにしているとこ
ろ。なお、政府統計に対する国民の信頼と協力
の下に調査を実施し、統計調査の真実性を確保
するため、統計法により、統計調査により得ら
れた調査客体に関する秘密の保護が規定されて
おり、また、調査票の統計上の目的以外への使
用が原則禁止されており、さらに、他の調査と
の重複を排除するため、調査事項については総
務大臣の承認事項とされている。
(3)何を根拠にＷＥＢ調査を最も効率的と断定さ
れているのかは明らかではないが、WEB調査の場
合、被調査先には、一般的に、調査に応じたリ
テラシーや設備が必要であると思われる。
(4)仮に市場化テスト等による民間開放を行うと
するならば、如何に回収率を向上させるかは、
民間ならではのノウハウを発揮すべきポイント
ではないかと推察されるが、国としても、受託
民間会社とも相談の上で、できる限りの協力は
実施すると思われる。
(5)官から民への引継業務の実施と保証が何を指
すのかは明らかではないが、仮に市場化テスト
等による民間開放を行うとするならば、必要事
項については仕様書等により明らかにされると
思われる。

統計調査事業

現在官が行っている指定統計・承認統計のうち、企業や事業所を被調査先とする統計調査事
業に関する業務。
具体的には、調査実施時期や規模、法規制の緩和状況などの要件が揃えば、下記に掲げる調
査事業などが市場化テストの対象になると考えます。

（内閣府所轄の承認統計）企業行動に関するアンケート調査、法人企業景気予測調査
（総務省所轄の指定統計）個人企業経済調査、事業所・企業統計、サービス業基本調査
（経済産業省の指定統計）商業統計調査、工業統計調査、特定サービス産業実態調査、企業
活動基本調査、
（中小企業庁所轄の承認統計）企業経営実態調査、企業金融環境実態調査、下請中小企業短
期動向調査、中小企業経営調査、商業・ｻｰﾋﾞｽ業設備投資動向調査
その他、平成１７年度に資源エネルギー庁が実施する予定のエネルギー統計など企業・事業
所を被調査先とする統計調査。

（１） 企業を被調査先とする調査は、調査後
の倒産や開業、合併・休眠・廃業などを迅速に
反映できておらず、実態とのズレが生じている
が、民間などの各種データを活用して統計デー
タを更新すれば実態性を高められます。
（２） 被調査側と調査主催側（政府）の負担
と効果のバランスという視点から、各統計調査
を一つのデータベースに登録・保管、多面的な
検索機能を付与し、民間活用を促進させること
によって報告者ベネフィットを高める必要があ
る。このためにまず、基礎データの構築・メン
テナンス体制の確立が必須であるが、民間の事
業体データや「名寄せ」の技術などを活用すれ
ば、効率的に一元管理のプラットフォームが構
築できる。
（３） 統計データの省庁間相互利用、民間活
用の促進（アクセス改善）がスピードアップす
る。
（４） オンライン報告の導入の促進が進展す
る。

d

（内閣府・経済社会総合研究所）
「企業行動に関するアンケート調査」については、従来より実査から集計までを一括して民間委託を
行ってきたところであり、平成16年度より随意契約から一般競争入札に切り替えている。

「法人企業景気予測調査」については、財務省との共管調査として、財務省の地方財務局を介して実施
している。今回の回答については、財務省と調整の結果、財務省より回答することとした。

c

（財務省・財務総合政策研究所）
　法人企業景気予測調査は、16年度から内閣府・財務省共管で新調査として開始したところである。企
業活動の現状と先行き見通し、設備投資の四半期項目などの経営数値を把握することで、財政政策運営
の基礎となる統計調査である。市場化テストの対象とすることについては、統計精度の維持の問題や、
法人情報の秘密保持の問題があるほか、電子政府の一環で構築したオンラインシステム「FABNET」は最
新のシステムであり、市場化テストの対象とすることは、これら経費の適正な執行という観点から到底
理解されない問題となる。また、日頃から地域とのネットワークを築いている財務局・財務事務所が回
収・審査にあたり、その回収率の確保に努めており、市場化テストの対象とすることについては回収率
の確保や統計精度の維持という問題がある。以上のことから、市場化テストの対象とすることは不適当
である。なお、調査票の印刷、梱包発送、データ入力等可能な範囲内で既に民間委託を行っている。
「①-2提案理由」に対する意見
(1)
①平成16年度に新調査としてスタートした「法人企業景気予測調査」は、指定統計である「法人企業統
計調査」の法人名簿を元にして標本設計している。標本を固定化せず、毎年度サンプル替えをして実態
とのズレを最小限にするべく、四半期毎の調査期に調査不能法人のチェックを行っているところであ
る。市場化テストの提案理由の中に「民間などの各種データを活用して統計データを更新すれば実態性
高められます」とは、どういう民間データを意味するのか不明であるが、対象母集団120万社を推計す
る中小企業をも含んだ階層を均等に抽出、回収に寄与する利用可能な民間データが存在するのか疑問が
ある。民間委託統計の中には、かつて50％に満たない回収率の統計もあったというが、こうした民間
データの活用でも回収率が向上しないのでは統計精度の信頼性を損なう一因となる。統計では統計精度
の維持が重要である。法人企業景気予測調査は母集団推計をしており、企図した標本設計に基づく業
種・規模別に均等に回収率を維持していくことが必要である。さらに、本調査は資本金1千万円以上の
企業を調査対象としており、特に中小企業（1千万～1億円未満）については全標本数の4割弱を占めて
おり、日頃から地域とのネットワークを築いている財務局・財務事務所が回収しており、回収率の維
持・向上に努めている。

法規制については個々の統計調査において回答できる事項ではな
い。

(1)調査全体の流れについては、ホームページ及び調査結果
の公表物にて公表済みである。

(2)当調査は本省職員並びに全国の財務局・財務事務所の職
員が従事していることから、全ての工程における明細な調
査コストの開示は困難である。

(3)法規制については個々の統計調査において回答できる事
項ではない。

②「法人企業景気予測調査」は、調査票の回収、記入事項の審査に関して「法人企業統計調査」と一体
となって財務諸表に精通している専門知識が不可欠である。この点、調査を担当する財務局・財務事務
所職員は簿記会計学の基本的研修を受けて入省し、その後も金融検査等の専門的な研修を通じて財務諸
表にも相当精通している職員が回収審査を担当している。また被調査先の景気動向を予測している当該
調査は、各地域別に結果を公表して還元しており、各地方企業経営者からも高い信頼を得ているところ
であり、全国都道府県等ごとに業種・規模別に均等に回収して集計を行っている。
③クライアントサーバ方式でオンラインシステム（FABNET)を構築し、稼動させて1年しか経っていない
段階である。市場化テストの対象とすることは予算の適正な執行から問題がある。
(注)FABNETは、電子政府の一環として標本設計からオンラインによる調査票配布、記入、回収・審査、
集計(財務局財務事務所集計を含む）、発表結果作成、時系列データの検索提供など法人企業統計調
査、法人企業景気予測調査の両統計と一体化し、本省と財務局・財務事務所を専用回線で結んでいるク
ライアントサーバのシステムである。多大の経費を投じて15年度開始した最新鋭のシステムである。
(2)一元管理できるプラットフォームの構築という観点からの検討を総務省が既に開始しているところ
である。情報、データの一元管理システムは国において構築することが望ましい。
(3)統計データの省庁間相互利用、民間活用の促進、統計結果の還元などは、既に電子政府の一環で構
築している当省のFABNETシステムを通じてクライアントサーバでの事務処理となったことにより、審査
事務等のスピードアップが図られ、国民からのアクセスも改善が図られている。なお、標本名簿処理、
オンライン申請など一元管理できるプラットフォームの構築という観点からの検討を総務省が既に開始
しているところである。
(4)オンライン申請については、FABNETシステムを通じて実施してきているところである。調査対象者
のニーズに応じて、従来の紙面による調査票の提出に加え、オンラインによる提出も可能となり、利便
性が向上した。

b

（経済産業省）
＜モデル事業として実施できない理由＞
　経済産業省としては、従来より統計業務の民間委託に積極的に取り組んできたところであり、指定統
計の民間委託についても、以下の点についての考え方の整理を踏まえ、その具体的な検討を進めていき
たい。
(1)統計関係法令上、指定統計業務を民間に委託することが可能かどうか、例えば、以下の点について
の見解が明らかにされること。
・統計法第１０条（統計官及び統計主事）、第１２条（統計調査員）、第１３条（実地調査）、第１９
条の２（罰則）：（国、都道府県等が実施主体となることを前提としている規定ぶりと考えられる。）
(2)民間委託を進めるに当たっては、統計の質を一定水準以上に維持していくことが重要であり、その
ためには法規制等に基づく措置を含め、全体の制度設計のあり方の整理が必要。
＜検討主体＞
　統計関係法令の主管省
＜検討の状況、今後の具体的な方針、実施予定時期・その時期となる理由＞
　上述の考え方の整理を踏まえて検討

＜現行の法規制等の内容＞
　統計法第１０条（統計官及び統計主事）、第１２条（統計調査
員）、第１３条（実地調査）、第１９条の２（罰則）等
＜規制改革の具体的内容＞
　法規制又は契約上の適切な条件設定によって、例えば、以下の措
置等を講ずることについての検討が必要。
・委託された民間が調査を円滑に実施できるよう、統計調査員、実
地調査、罰則等に係る措置、国が果たすべき基本的役割（例えば、
委託者たる国が受託者に提示する調査の基本的スペックの策定
等）。
＜検討主体＞
統計関係法令の主管省等
＜検討の状況、今後の具体的な方針、実施予定時期・その時期とな
る理由＞
統計関係法令の主管省等において検討。

＜実施する事項＞
　御提案のあった「ＡＢＣ
（活動基準原価管理）」、
「発注側と入札側のファイ
アオール等の措置」、「加
算方式」について、官民の
競争条件を均一化するに
は、有効な手段であると理
解している。

＜実施予定時期等＞
　上述①－２の考え方の整
理を踏まえ検討

＜開示する情報＞
　調査全体の流れ、各作業における人件費と管理費等の詳
細な調査コストについては、市場化テストを実施する場合
には必要な情報であると理解している。

＜実施予定時期等＞
　上述①－２の考え方の整理を踏まえ検討

＜対応する事項＞
御提案のあった事項についての当方の考え方は
以下のとおり。
(1)国が実施する調査であれば、民間に委託する
場合であっても、その成果物は国に帰属するも
のと考えるが、統計関係法令の主管省の見解が
必要。
(2)基本的には、性能発注に対応した納品物の検
収方法が適切と考えるが、具体的には個々の調
査ごとに検討。
(3)調査の効率化のためにはオンライン調査が効
果的と認識しており、オンライン化率の向上の
ため、引き続き、事業所への説明、サポート等
が重要と考える。ただし、高い回収率を確保す
る観点から、報告者のニーズに沿った多様な報
告手段を用意しておくことも必要。
(4)回収率の向上のためには、調査の広報は必要
なものと考えているが、具体的にどのように実
施するのかについては、個々の調査ごとに検
討。
(5)民間委託を行う際の引継ぎは適切に行われる
べきものと考えている。
＜実施予定時期等＞
　上述①－２の考え方の整理を踏まえ検討
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e

（経済産業省・中小企業庁）
●企業経営実態調査及び企業金融環境実態調査：同調査は平成１５年度に単年度で実施したものであ
り、現在は実施していない。
●中小企業経営調査及び商業・サービス業設備投資動向調査：同調査は既に廃止している。

ｂ

（経済産業省・中小企業庁）
下請中小企業短期動向調査に係る調査票の印刷、郵送、データ入力、データ審査、データ集計の各業務
の実施については既に民間企業に委ねているところ。その他の調査事項・調査方法等の調査企画及び他
の統計調査との負担調整等については、総務省が統計報告調整法に基づき、事前の審査・承認を行って
いる事項であることから、総務省における全体的な制度設計の在り方の整理が必要。
（検討主体）
統計関係法令の主管省

統計報告調整法第４条に基づく総務大臣の承認
（検討主体）
統計関係法令の主管省

　業務の実施については、
基本的に民間企業に委ねる
こととしており、競争条件
均一化措置については、検
討していない。

今後、契約時までに検討したい。

（１）国が実施する調査であれば、民間に委託
する場合であっても、その成果物は国に帰属す
るものと考えるが、統計関係法令の主管省の見
解が必要。
（２）今後、契約時までに検討したい。
（３）現在は調査票（はがき）を郵送すること
により、調査を実施しているところ。今後、調
査客体である下請中小企業における情報化の進
展状況や費用対効果を勘案し、検討することが
必要と考える。
（４）回収率の向上のためには、調査の広報は
必要なものと考えているが、具体的にどのよう
に実施するのかについては、今後、契約時まで
に検討したい。
（５）今後、契約時までに検討したい。

b

（経済産業省・資源エネルギー庁）
１７年度は予備調査を実施の予定であり、本年度実施予定の試験調査の結果をふまえて内容を検討する
予定。(１７年度新規要求の案件であり、あくまで要求が認められた場合を想定しての回答であること
にご留意願いたい。)

承認統計においては既に民間委託の例があり、規制上の問題は無い
と考える。

実施については民間委託を
前提に進めており、官が入
札に加わることは想定して
おらず、官製コストの提示
については検討していな
い。

現時点では民間への委託による実施を念頭に置いており、
官で実施する場合のコストについては不明。

(1)国が実施する調査であれば、民間に委託する
場合であっても、その成果物は国に帰属するも
のと考えるが、統計関係法令の主管省の見解が
必要。
(2)意味するところが不明であるが、契約時まで
に委託先と調整としたい。
(3)予備調査のためのweb調査のシステムは作成
するが、対応できない被調査対象者に対しても
調査票を送付する等考えている。
(4)今後、契約時までに検討としたい。

2 Ｃ

（内閣府）
ア.機器の保守・管理は民間事業者に委託
PIO-NETを構成する機器の提供、システムの維持・管理は、これまでも地方公共団体ごとに民間事業者
に委託してきたところである。17年度からは、国民生活センターにおいて機器の管理等を一括して委託
することとしており、これまで以上に効率的な運用が可能となる。
イ.PIO-NET情報は機密性が高い
PIO－NETで収集・蓄積されている苦情相談情報は、事実に関する統計情報とは異なり、苦情相談者の申
出内容をそのまま要約したものであり、事実確認を行う以前の情報である。また、事業者名、ブランド
名、苦情相談者等を特定することが可能な情報が多く含まれている。このため、苦情相談者の個人情報
を保護する必要があると同時に、苦情相談の対象となった事業者の権利、競争上の地位その他正当な利
益を保護する必要もある。
　PIO-NETは、国民生活センター及び国・地方の消費者行政担当部局で活用されるネットワークとして
開発・運営されてきたところであり、今後とも、その維持・管理に当たっては万全のセキュリティ確保
を図っていく必要がある。
ウ．受託事業者の利益相反の発生
PIO-NETで収集・蓄積されている情報は、広範な商品・サービスに及んでいるが、PIO-NETに対する消費
者の信頼を維持するためには、業種や企業の別に関わりなく中立・公正に情報を取り扱うことが極めて
重要である。
　しかし、PIO-NETのシステム運営を特定の民間事業者に委ねた場合、当該事業者は、自社又はその親
会社・グループ会社等に関する苦情相談情報を知り得る立場になる。この結果、システム運営を受託し
た当該事業者は、中立・公正なシステム管理者としての立場と利益相反の状況に陥らざるを得ない。こ
うした事態に対して、仮に何らかの社内ファイアー・ウォール措置を講じたとしても、PIO-NETに対す
る消費者や地方公共団体の信頼を損なうおそれがある。

システム運営管理
業務

国民生活ｾﾝﾀｰにおけるPIO-NET（パイオネット：全国消費生活情報ネットワーク・システ
ム）の運営業務

PIO-NETは全国にｻｰﾊﾞが分散配置されているた
め、設備費用・運用費用が大きい。民間事業者
がｼｽﾃﾑの保有・運用を行うことにより、機器及
び運用の統合による費用縮減、情報登録の迅速
化、高度な情報分析サービスを実現できる。

エ．地方自治体の理解と協力が必要
PIO-NETの苦情相談情報は、国が何らかの権限に基づき地方公共団体に対して提出を求めているもので
はなく、あくまでも地方公共団体側の理解と協力の下に自主的に提供されているものである。このよう
な運営が可能となっているのは、国民生活センターが消費者利益の確保のため長年にわたり活動を積み
重ねるとともに、情報セキュリティの確保や中立・公正なシステム管理に関し地方公共団体の信頼を得
てきたという事情がある。このシステムの運営を民間事業者に委ねた場合、地方公共団体側の理解と協
力を得て、これまで同様の情報収集体制を維持することは困難と考えられる。
オ．PIO-NETは国民生活センター業務と一体不可分
国民生活センターにおいては、PIO-NETの苦情相談情報の分析に基づき、苦情処理への活用、危害情報
の抽出・評価、商品テスト等による事故原因等の調査・分析、さらには関係行政機関に対する情報提供
や政策要望などの業務を一体的に行っているところである。また、マスコミ等への情報提供により、消
費者に対する被害の未然防止・拡大防止を図っているところである。
　このため、これら国民生活センター業務のうちPIO-NETのシステム運営のみを切り離して民間事業者
に委ねることは困難であり、また、適当でない。
　なお、本年６月に改正された消費者基本法においては、これら国民生活センターの業務全体を例示し
つつ、「中核的な機関」として積極的な役割を果たすものと位置づけている。

以上にかんがみ、市場化テストの対象とすることは困難であり、また適当でない。

3
（警察庁）
公金収納は会計法等に基づいて行われており、本件について当庁が代表して回答できる立場にはない。

罰金・科料の収納
代行業務

クレジットカード決済による収納

現在、罰金・科料は後日郵便振込により収納し
ているが、滞納が数多く発生している。した
がって滞納を軽減するため、その場で収納可能
なクレジットカード決済による収納を行う。そ
れにより収納率の向上と職員負荷の軽減も図
る。

（財務省）
公金の取り扱いについては、その性格から、取扱上の責任を明確にし、公正の確保を期することが要求
されるものである。道路交通法（昭和35年法律第105号）の反則金の収納については、会計法（昭和22
年法律第35号）及び日本銀行法（平成9年法律89号）に基づき国庫金の出納を取り扱う日本銀行（代理
店、歳入代理店を含む。）にこれを行わせることにより、その責任と公正の確保を図っているところで
ある。
提案については、カード分割決済時や決済不能時、カード偽造等の場合における諸問題等について、個
別にどのようにお考えになっているのか明らかではないが、道路交通法の反則金の収納については、公
金の収納におけるその責任と公正の確保、収納の確実性について現行制度と比較し、同等のものが確保
されるとは考えられず、かつ、業務の代替性の提案ではないため、市場化テストの対象とすることは不
可能、かつ、不適当であると考える。

会計法第7条第1項　歳入は、出納官吏でなければ、これを収納する
ことができない。但し、出納員に収納の事務を分掌させる場合又は
日本銀行に収納の事務を取り扱わせる場合はこの限りでない。
公金の性格上、取扱上の責任を明確にし、公正の確保を期すること
が要求されるため、国の職員である出納官吏及び出納員、会計法及
び日本銀行法に基づき国庫金の出納を取り扱う日本銀行（代理店及
び歳入代理店を含む。）にこれを行わせることが適切であり、その
責任と公正の確保、収納の確実性について現行制度と比較し、同等
のものが確保されない限り、これらの者以外の者に取り扱わせるこ
とは、適切ではない。

会計制度所管官庁としての財務省としては、開示する情報
は、ない。

公金の性格上、取扱上の責任を明確にし、公正
の確保を期することが要求されるため、国の職
員である出納官吏及び出納員、会計法及び日本
銀行法に基づき国庫金の出納を取り扱う日本銀
行（代理店及び歳入代理店を含む。）にこれを
行わせることが適切であり、その責任と公正の
確保、収納の確実性について現行制度と比較
し、同等のものが確保されない限り、これらの
者以外の者に取り扱わせることは、適切ではな
い。
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※以下の回答は、「クレジットカード会社を歳入代理店に加えること」についてのものである。

歳入代理店は、歳入金等の国庫金収納事務を日本銀行本支店に代わって取扱う機関であり、日本銀行が
歳入代理店契約を結ぶことにより全国に設置している。
歳入代理店は、国民から国庫金を収納し、日本銀行に払込む役割を負うものであり、払込までの間にお
いては日本銀行の当該機関に対する与信となることから、日本銀行では、歳入代理店を、経営内容を
チェックしうる当座預金取引先金融機関の範囲内で選定している。このため、日本銀行が歳入代理店を
一般事業会社に拡大することについては、慎重とならざるをえないものと思われる。
なお、クレジットカード会社を歳入代理店に加えるとの提案は、現状でも民間が行なっている歳入代理
店業務の受託者の範囲に係る問題であり、「官から民」へ事業を移管する市場化テストとは趣旨が異な
るのではないか。

日本銀行は、「代理店の設置等に関する基本要領」において、歳入
代理店の設置基準を定めている。
歳入代理店は、国民から国庫金を収納し、日本銀行に払込む役割を
負うものであり、払込までの間においては日本銀行の当該機関に対
する与信となることから、収納業者の経営の健全性の確保等を図る
必要がある。このため、日本銀行では、国庫金収納事務の委託先
（歳入代理店）を、モニタリング（日銀考査）等により経営内容を
チェックしうる当座預金取引先金融機関の範囲内で選定するととも
に、所要の担保を徴求することとしている。

日本銀行の国庫金取扱事務の監督官庁としての財務省とし
ては、開示する情報は、ない。

歳入代理店は、国民から国庫金を収納し、日本
銀行に払込む役割を負うものであり、払込まで
の間においては日本銀行の当該機関に対する与
信となることから、収納業者の経営の健全性の
確保等を図る必要がある。このため、日本銀行
では、「代理店の設置等に関する基本要領」に
定める基準を満たす金融機関から歳入代理店を
選定し、モニタリング等により経営内容を
チェックしており、歳入代理店を一般事業会社
に拡大することについては、慎重とならざるを
えないものと思われる。

4 c

（総務省）
 統計事務について、包括的民間委託を含め、民間委託を進めていくことは、政府としての基本方針で
あり、これまでも一定の成果を挙げてきているところである。（平成16年３月末現在で約75％の調査に
おいて何らかの民間委託を実施済。）
　さらに、こうした取組を進めていく観点から、平成16年度中に、統計調査の民間委託に係るガイドラ
インを作成することとしており、現在、総務省が開催する検討会において、関係府省による協議が進め
られているところであり、今後とも包括的な民間委託について推進してまいりたい。
　しかしながら、指定統計調査については、次のような性格や事情があることから、その包括的な民間
委託に当たっては、総合的な見地からの見直し・検討が不可欠であると考えている。
① ＧＤＰ推計や地方交付税の算定、衆議院議員選挙区の画定などの国・地方公共団体における重要政
策の判断根拠として利用されることから、その結果について、特に高い精度が求められること
② このため、指定統計調査について、その方法や内容等に関して変更を行う場合、政府統計制度を所
管する総務大臣の承認が必要となるとともに、総務大臣は承認に際して予め統計審議会の意見を聞かな
ければならない（統計法施行令第１条の３）とされていること
③ 調査結果を迅速に、かつ安定・継続的に提供していくため、法定受託事務のスキームにより、地方
公共団体の統計組織を活用して作成されていること
④ 統計関係法令において、対象者への申告義務、統計調査員に対する守秘義務及び立入調査などの実
地調査権など、特別な規定が置かれていること
　したがって、現在、経済財政諮問会議の下に設置された「経済社会統計整備推進委員会」（座長：吉
川洋　経済財政諮問会議民間議員）における統計の整備・充実に向けた検討等の中で、国と地方との役
割分担のあり方、関係法令等の見直しなどを含め、統計調査の実施の在り方について総合的な検討を行
うこととされている。委員会における検討の結果等を踏まえ、必要な方策をさらに進めてまいりたい。
 なお、今回ご提案があった具体的な統計調査のうち、家計消費状況調査については、既に包括的な民
間委託を実施している。

統計調査受託
　事業

○統計データ調査事業
・データ収集作業
・データ処理
○現在、統計局、統計センターが実施している各種統計調査事業
 ●国勢調査  （５年ごと）
 ●労働・賃金に関する調査
・ 労働力調査（1900団体、2877人）
・ 就業構造基本調査（５年ごと）
・ 就業希望状況調査
 ●企業活動に関する調査
・ 事業所・企業統計調査（５年ごと）（全市町村、13万人）
・ サービス業基本調査（５年ごと）
・ 個人企業経済調査 （四半期ごと）（1９４団体、194人）
 ●商業・サービス業に関する統計
・ サービス業基本調査 （５年ごと）
 ● 物価・地価に関する統計
・ 小売物価統計調査（毎月）（167団体、753人）
・ 全国物価統計調査（５年ごと）（168団体、680人）
 ● 家計調査
・ 家計調査 (毎月）（168団体、673人）
・ 家計消費状況調査(毎月)
・ 全国消費実態調査（5年ごと）（1000団体、9000人）
 ● 住宅・土地統計調査（５年ごと）

「当該事業は、下記の問題を有しており、これ
を民間が受託調査、一括契約方式で実施するこ
ととすれば、費用面の点で改善が図り得る。」

（課題）
・定期、不定期の作業が大きく、統計調査員の
確保等が難しい
・新しい調査方法、導入が、予算面、制度改正
が遅く取り入れられない。

（効果）
調査作業の効率化・簡素化が可能
都道府県・市町村職員の事務負担軽減

5

（総務省）
政府は、現在日本郵政公社が行っている事業について、都市地域と過疎地域を区別することなく、その
全体を2007年に民営化することを閣議決定しており、市場化テストの対象とされる官が担うサービスそ
のものが存在しないこととなるもの。

「過疎地域郵政事
業」

「現在、郵政公社が行っている事業で、採算が取れないことが予測される過疎地の４機能
（窓口サービス、郵便、郵便貯金、簡易保険）に関わる事業」

平成16年9月10に閣議決定された「郵政民営化
の基本方針」で示されている「配慮原則」、特
に、３．（１）（イ）で示されている「代替的
なサービスの利用可能性を考慮し、過疎地の拠
点維持に配慮する」を踏襲する必要があるが、
過疎地の代替的なサービスの可能性は一般に低
く、この点が、郵政事業の民営化を阻む最大の
要因の一つとなることが予想される。これを、
都市地域の４事業→完全民営化、過疎地域の４
事業→郵政公社を維持したまま市場化テストを
含むコンセッション方式の民活化を適用するこ
とで、より、国民総体の支持基盤を作ることが
できる。

6 d

（国土交通省）
　国土交通省において実施している、１１省庁（営繕関係のみ）及び関係公団の工事・コンサル業務に
係る定期競争参加資格審査のインターネットによる一元受付については、申請者各自のインターネット
端末からデータが入力されるので、提案者の希望するような申請データ収集業務はシステム上で行われ
ており、さらに、インターネット一元受付のシステム開発業務も既に外部機関に委託済みである。

業者登録受付事業 国土交通省や総務省が実施している官公庁共通の業者登録受付事業

申請データに対する審査業務は各省庁で実施さ
れており、本事業はその前段階の申請データ収
集業務が中心だから。

ｄ

（総務省）
「業者登録受付事業」として提案されている内容は、会計法（昭和22年3月31日法律第35号）第29条の3
第2項に基づき委任された予算決算及び会計令（昭和22年4月30日勅令第165号）第72条第2項及び第3項
の事務を指すと思料される。事務手続き上は、各省各庁が一般競争参加資格（公共事業を除く）の申請
を受け付け、審査の上、一般競争参加資格の認められたものについて、当該申請書の写しを総務省に送
付し、総務省が当該写しの内容をシステムに登録し、データベースを作成、管理している。これら一連
の事務手続きのうち、総務省においては、各省各庁から送付された申請書写しの内容をシステムに登録
し、データベースを作成、管理する部分の事務のみを行っている。総務省では、取りまとめ省庁となっ
た平成13年以来これら事務を民間事業者に請け負わせて行っている。

7 a
（法務省）
被収容者の実力行使や権利制限に関することなどの公権力の行使に関わる業務以外の行刑施設の運営に
係る一部の業務

該当なし 特になし
業務の内容及びコスト（人件費等）
開示の実施時期については
検討中

特になし 行刑施設運営業務 現在法務省にて実施している行刑施設の運営に係る業務

8 c

（財務省）
イ　公務員宿舎は、国家公務員等の職務の能率的な遂行を確保し、国の事務及び事業の円滑な運営に資
することを目的として設置しており、その宿舎を貸与する者の決定に当たっては、各省各庁の長が国等
の事務又は事業の円滑な運営の必要に基づき公平に行うこととなっている（欄②国家公務員宿舎法参
照）。
ロ　宿舎の設置及び廃止については、国の歳出予算の支出を伴うものであり、最終的な責任は財務大臣
及び各省各庁の長が負うこととなるため、当該支出に係る行為は財務大臣等の指揮命令権が及ぶ職員が
行うべきである。また、その設置又は廃止を決定するに際しては、単に施設の老朽度や空室割合だけで
判断できるものではなく、行政需要に基づく官署の新設、統廃合等とも関連して判断する必要があるこ
とから、国でなければ行えないものである。
ハ　宿舎の維持管理については、既に可能な部分を民間委託しており（欄⑤ロ参照）、国が行っている
のは、発注、契約、被貸与者の決定等国が行わなければならない業務である。維持管理業務のうち、例
えば、宿舎の貸与は、緊急事態に対処する等職場に近い場所に居住させる必要がある者であるか否か、
勤務が恒常的に深夜に及ぶ者であるか否か等、被貸与者個々の職務内容を具体的に判断して行う必要が
あり、職員の職務の内容、性質等の勤務実態を把握している国の職員でなければ、適正な貸与の決定を
行うことができない。

【国家公務員宿舎法】
（第１条）　国家公務員等の職務の能率的な遂行を確保し、もって
国等の事務及び事業の円滑な運営に資することを目的としている。
（第４条、第５条、第８条）　公務員宿舎の設置及び維持管理につ
いては、各府省庁において取扱いに差異が生じることのないよう、
宿舎法によって統一を図っており、原則として設置は財務大臣が行
い、維持管理は、合同宿舎については財務大臣が、省庁別宿舎につ
いては、各省各庁の長が行っている。
（第14条）　宿舎を貸与する者の決定に当たっては、各省各庁の長
が国等の事務又は事業の円滑な運営の必要に基づき公平に行うこと
となっている。
【国有財産法】
（第18条）　国有財産（行政財産）は、国の事務又は事業の円滑な
運営に支障を生じることのないよう、処分、私権の設定等を認めて
いない。

イ　業務量及び総コスト等については、全省庁、全国に及
ぶものであることから、統一的に把握することは困難であ
る。
ロ　現時点で提供可能なものは、宿舎に関するデータ（国
有財産一件別情報（財務省ＨＰ掲載済））である。

イ　国家公務員は、公務の必要に基づき、全国
各地に転勤することがあるが、これが大量かつ
一時期に集中するとの特殊事情があり、安定的
に行政サービスを行うため、在勤地における住
宅を確保する必要から国自ら設置し保有してい
る（宿舎制度を廃止して民間借上方式に切り替
えることは、財政負担の増加を招くため不
可）。
ロ　宿舎関連業務で、民間に委託している業務
は、宿舎の設計、建設、工事監理、修繕並びに
被貸与者の入退去時の立会い及び国と入居者と
の連絡調整等の宿舎の日常的な維持管理業務で
ある。

公務員宿舎統括業
務

財務省等の公務員宿舎統括業務

　民間事業者が公務員宿舎を一括管理し、公務
員の入退去管理、不足時の民間宿舎手配、遊休
国有宿舎の民間への賃貸、営繕、国有財産台帳
整備等の業務を行う。公務員にとって住みやす
い環境を提供するとともに、民間施設を含めた
柔軟な受給調整、国有資産の有効活用による歳
入増等を図る。全国の宿舎の立地及び設備現況
を把握することにより、国の保有の適否の判断
や公務員宿舎使用料の適正化に資する基礎デー
タを整備し維持する。

ニ　民間企業等が国有財産である宿舎の設置、廃止及び維持管理等を行うこととなった場合には、国の
必要性よりも利益追求が優先され、自己の利益に沿った設置や廃止等が行われるおそれがあるほか、必
要な維持管理が行われないおそれがあり、宿舎の設置目的である国の事務及び事業の円滑な運営が阻害
されることとなりかねない。
ホ　未貸与となっている宿舎については、宿舎間で入替調整を行って空室を集約し、この結果全体とし
て空室となった宿舎については、売却処分を行う等有効に活用しているところである。国家公務員宿舎
の貸与については、借地借家法の適用対象外であり、仮に空室ごとに宿舎を民間に賃貸した場合には、
借家権等の権利が発生し、効率的な管理処分の障害となるおそれがある。

9 c

（国税庁）
１　受託企業に納税者の取引・財産に関する情報など守秘性の極めて高い個人情報を提供するとした場
合、納税者等からの情報提供など調査徴収事務への協力が得られにくくなるといった、税務行政面に対
し重大な影響を及ぼすおそれがある。
また、受託企業が民間企業であるが故に、納税者が徴収に必要な自らの個人情報を受託企業に開示しな
いことも考えられる。
２　滞納整理に当たっては、個々の滞納者の実情を応じた処理（納付計画の指導及びその履行監視、質
問検査権の行使、捜索・差押えの着手等）の見極めを行うとともに、時期を逸することなく、公権力の
行使を含む臨機の措置をとっているところであり、公権力の行使とそれ以外の部分は一体不可分であ
る。
３　受託会社やその関係法人等の保有債権と国税債権が競合した場合、利益相反になる。
４　提案された国税の徴収の事務については、他の滞納整理事務と一体として行われているものである
ため、当該部分のみを切り離し市場化テストの対象とすることはなじまないと考えられる。

１．国税徴収法第２条第１１号は「徴収職員」を「税務署長その他
国税の徴収に関する事務に従事する職員」としているが、適正かつ
公平な徴収の執行を行うため、「徴収職員」が行うものとしたもの
である。
２．財務省設置法第２０条により、国税庁は内国税の賦課及び徴収
に関する事務をつかさどることとされている。これは、国税の適正
かつ公平な賦課及び徴収を行うには、行政組織である国税庁が適し
ているためと考えられる。

・事業規模に関する情報として「租税滞納状況」を随時開
示（国税庁ＨＰに掲載）している。
・繁忙期に関する情報として月別新規発生滞納税額が考え
られる。
・間接費に関する情報として、開示可能な情報なし。
（理由）滞納整理事務は徴収担当職員だけでなく、課税担
当職員による税務調査等により把握された資料情報等の活
用や課税担当職員等による納付しょうようなど、全庁的に
取り組んでいるところであり、滞納整理事務に係る間接費
用を抽出・算定することは不可能。
・業務量に関する情報として処理済滞納件数が考えられ
る。
・徴収金額に関する情報として「租税滞納状況」を随時開
示（国税庁ＨＰに掲載）している。

仮に提案にあるような事務を委託するには、少
なくとも、①委託事務に従事する社員に対する
みなし公務員規定による守秘義務等の適用、②
委託事務に従事する社員とそれ以外の社員との
ファイアーウォール、③納税者と受託企業との
間で争いが生じた場合の責任の明確化など、適
正な委託事務の遂行のための立法措置が、最低
限、必要不可欠。

国税の徴収・回収
業務支援

文書・電話催告、現地調査支援、訴状作成支援等

債権回収業者（サービサー）では、さまざまな
回収に対し、確実な実績をあげるノウハウを有
している。公権力の行使の部分以外の文書・電
話催告、現地調査や訴状作成などのサポートを
行うことで、徴収・回収業務の効率化を図り、
徴収率の向上と職位負荷の軽減に寄与すること
を目的とする。

c
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10 ｃ
（文部科学省）
　国立大学法人制度及び独立行政法人制度の趣旨に鑑み、民間委託の是非やその範囲等については各法
人が自律的に判断すべきことであり、市場化テストの趣旨には馴染まないものと考えます。

国立大学・高等専
門学校等の授業料
の徴収・回収業務
支援

文書・電話催告、現地調査支援、訴状作成支援等

債権回収業者（サービサー）では、さまざまな
回収に対し、確実な実績をあげるノウハウを有
している。公権力の行使の部分以外の文書・電
話催告、現地調査や訴状作成などのサポートを
行うことで、徴収・回収業務の効率化を図り、
徴収率の向上と職位負荷の軽減に寄与すること
を目的とする。

（法務省）
要望管理番号9に同じ

11

（財務省）
公金の取り扱いについては、その性格から、取扱上の責任を明確にし、公正の確保を期することが要求
されるものである。国の使用料・手数料の収納については、国の職員である出納官吏及び出納員、会計
法（昭和22年法律第35号）及び日本銀行法（平成9年法律第89号）に基づき国庫金の出納を取り扱う日
本銀行（代理店、歳入代理店を含む。）にこれを行わせることにより、その責任と公正の確保を図って
いるところである。
提案については、カード分割決済時や決済不能時、カード偽造等の場合における諸問題等について、個
別にどのようにお考えになっているのか明らかではないが、使用料・手数料の収納については、現金納
付に加え、口座振替や電子歳入納付等の多様で安全確実な収納方法を既に整備しており、公金の収納に
おけるその責任と公正の確保、収納の確実性について現行制度と比較し、同等のものが確保されるとは
考えられず、かつ、業務の代替性の提案ではないため、市場化テストの対象とすることは不可能、か
つ、不適当であると考える。

会計法第7条第1項　歳入は、出納官吏でなければ、これを収納する
ことができない。但し、出納員に収納の事務を分掌させる場合又は
日本銀行に収納の事務を取り扱わせる場合はこの限りでない。
公金の性格上、取扱上の責任を明確にし、公正の確保を期すること
が要求されるため、国の職員である出納官吏及び出納員、会計法及
び日本銀行法に基づき国庫金の出納を取り扱う日本銀行（代理店及
び歳入代理店を含む。）にこれを行わせることが適切であり、その
責任と公正の確保、収納の確実性について現行制度と比較し、同等
のものが確保されない限り、これらの者以外の者に取り扱わせるこ
とは、適切ではない。

会計制度所管官庁としての財務省としては、開示する情報
は、ない。

公金の性格上、取扱上の責任を明確にし、公正
の確保を期することが要求されるため、国の職
員である出納官吏及び出納員、会計法及び日本
銀行法に基づき国庫金の出納を取り扱う日本銀
行（代理店及び歳入代理店を含む。）にこれを
行わせることが適切であり、その責任と公正の
確保、収納の確実性について現行制度と比較
し、同等のものが確保されない限り、これらの
者以外の者に取り扱わせることは、適切ではな
い。

公金収納（使用
料・手数料・税金
等）の収納代行業
務

クレジットカード決済や電子証紙を活用した収納

わが国では公金収納（使用料・手数料・税金）
のチャネルが金融機関・郵便局・税務署の窓口
支払や口座振替だけでなく、マルチペイメント
ネットワークを利用したインターネットバンキ
ング・モバイルバンキングなどのチャネルが拡
大し、すでに財務省・名古屋国税局などで取組
が行われている。国民の利便性を考えると、ク
レジットカードや電子証紙などのチャネルも必
要であり、これらチャネルを使った収納を代行
する。またこれにより収納率の向上と職員負荷
の軽減も図る。

（国税庁）
 市場化テストの目的は、公共サービスを官民で競争入札し、価格・質両面で優れた主体が提供するも
のである。国税の納付については、金融機関（日銀歳入代理店）又は税務署の窓口で納付書に現金を添
えて納付しなければならないこととされていることから、クレジットカード又はこれに類似した納付方
法はとりえず、また、提供する予定もないことから、市場化テストにはなじまないと考えられる。

　国税通則法第34条により国税の納付については、金融機関（日銀
歳入代理店）又は税務署の窓口で納付書に現金を添えて納付しなけ
ればならないこととされている。このほか、電子納税の利用及び国
税通則法第34条の2により振替納税が利用可能となっている。
　また、納税者本人でなく第三者による納付が認められている。
　提案の法規制にある「予算決算及び会計令」第5章収入第２節収納
第32条（日本銀行における収納等の手続）で「財務大臣の定める場
合には、領収証書を納入者及び払込者に交付することを要しない」
とあるのは、国庫金電子納付の場合に領収証書の発行を不要とする
規定であり、クレジットカードによる国税の納付を規制しているも
のではない。

現在の国税納付の取扱い状況。

・事業規模及び収納金額に関する情報として「国税収納金
整理資金徴収済額報告書総集計書」（年度計）
・繁忙期に関する情報として月別の「国税収納金整理資金
徴収済額報告書総集計書」
・間接費に関する情報として開示可能な情報なし
（理由）
　国税の収納事務は金融機関である日本銀行代理店又は歳
入代理店で行われているため
・業務量（処理件数）
　現金領収件数の全国計

　現行のクレジットカードの仕組みを国税納付
に当てはめると、クレジットカードの提示時点
と入金の時点が相違することから、提示した時
点では納付にならないことに加え、その間の延
滞税などの負担や入金までのリスク、更に手数
料の負担など問題が多い。
　なお、国税に関しては、全国42,000箇所の金
融機関での納付が可能であり、また、クレジッ
トカードの利用が見込まれる個人に関しては、
振替納税が7～8割利用されている。加えて本年6
月からは全国で電子納税が可能となっていると
ころ。

e
（総務省）
公金収納は会計法令に基づいて行われており、当省は回答できる立場ではない。

ｅ

（厚生労働省）
公金収納の業務について、厚生労働省のどの業務を指しているのか明らかではないが、公金収納につい
ては、財務省の所管法令である会計法令等に基づいて制度の整備がなされているところであり、当省と
しては当該提案について、判断する立場にないものと考える。

― ― ― ―

c

（農林水産省）
　公金収納（検査、登録等に係る手数料等）は、国庫金電子収納システムにより行われており、クレ
ジットカード等による収納を認めるかどうかは、同システムの運用の問題であることから、当省から
「措置の内容（対応策）」を回答することは困難である。
　なお、ご提案の内容は、公金収納の手段としてクレジットカード等を利用した方法を追加するという
ものであり、官民競争入札により公共サービスの提供主体及び手法を決定するという市場化テストの趣
旨には適合しないものと考えられる。

ｅ
（文部科学省）
公金収納に関しては、会計法令に基づき制度が整備されているため、法令所管省庁でない当省がご回答
できる立場にはありません。

c

（法務省）
【現行の法規制等の内容について】
１．債権回収会社の取り扱うことのできる対象債権は一定の範囲内
に限定され，「特定金銭債権」と定義されている（債権管理回収業
に関する特別措置法第２条）。国税，授業料，社会保険料は特定金
銭債権ではない。

２．債権回収会社は，債権管理回収業を営む上において支障を生ず
ることがないと認められるものについて，法務大臣の承認を受けれ
ば，債権管理回収業及び債権管理回収業に関する特別措置法第１２
条各号に定める業務以外の業務を兼業することができるとされてい
る（同法第１２条ただし書）（注１）。
　しかし，具体的事業として挙げられている「文書・電話催告・現
地調査支援」業務のうち，催告は法律事務であることから，法務大
臣が兼業を承認することはできず，これ以外の法律事務に当たらな
い集金案内や現地調査支援であれば承認を与えることは可能であ
る。また，「訴状作成支援」については，司法書士法第３条第１項
第４号（注２）に抵触するおそれを否定することができないことか
ら，法務大臣が債権回収会社に兼業の承認を与えることにつき疑義
があるものと思料する。
（注１）兼業の承認の基準については，「事務ガイドライン２－３
－２承認の基準」において，債権管理回収業を営む上において支障
を生ずることがないと認められるかどうかの審査に当たり，留意す
べき点が以下のとおり示されている。①当該業務の内容が法令に抵
触するものではないこと。②債権管理回収業の財産的基盤に悪影響
を及ぼすおそれのあるものではないこと。③暴力団等反社会的勢力
が関与しやすいものではないこと。④債権回収会社としての社会的
信用を損なうおそれのあるものでないこと。
（注２）司法書士法抜粋
第三条　司法書士は、この法律の定めるところにより、他人の依頼
を受けて、次に掲げる事務を行うことを業とする。
　四　裁判所又は検察庁に提出する書類を作成すること。

【関連する規制改革措置の内容】
　債権管理回収業に関する特別措置法附則第７条において，この法
律の施行後５年を目途として，この法律の実施状況等を勘案しつつ
検討が加えられるものとされており，本年が施行後５年目に当たる
ことから，ユーザー等からのヒアリング等の調査を行い，実情・
ニーズの把握に努めているところである。
　なお，当該事業を債権回収会社が行うことを可能とする制度とす
る場合，現在，これらの債権については滞納処分を行うとされてい
る点について，所要の整備を要するものと思料する
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e

（国土交通省）
  当省では、このような事態を防ぐべく適正な会計処理に努めており、提案にあるような事案は、基本
的に発生し得ないものである。カード決済等については、会計法、債権管理法等の収納手続に関する制
度は財務省の所管であり、国庫金の収納取扱機関は日本銀行であるため、当省では担当できない。

e

（経済産業省）
ご提案については、国民の利便性に資する面もあると考えられるが、国庫金の収納については会計法等
の法令に基づき制度の整備がなされており、関係する歳入金電子納付システムは各省共通のものを用い
ており、その管理及び運用の事務は財務省会計センターで行っている。当省として検討を行うために
は、制度やシステム上可能であるかどうかについて、財務当局の見解が必要。

－ － － －

12 ｃ、ｄ

（文部科学省）
　国立大学及び国立高等専門学校の法人化により、制度上の規制は特段設けておらず、民間事業者の参
入は既に法人の判断により可能となっています。
　各国立大学法人及び国立高等専門学校機構においては授業料納入手続きの利便性の向上や簡素化を図
るため、代行納付から口座振替方式への変更、窓口収納の廃止などのほか、クレジットカード決済によ
る収納を行っているところでありますが、国立大学法人制度及び独立行政法人制度の趣旨に鑑み、民間
委託の是非やその範囲等については各法人が自律的に判断すべきことであり、市場化テストの趣旨には
馴染まないものと考えます。

国立大学・高等専
門学校等の授業料
の収納代行業務

クレジットカード決済による収納

学生及び学生の両親等の支払方法の多様化によ
る利便性を図るため、クレジットカード決済に
おる収納を行う。それにより、収納率の向上と
職員負荷の軽減も図る。

13 ｃ、ｄ

（文部科学省）
　国立大学の法人化により、制度上の規制は特段設けておらず、民間事業者の参入は既に法人の判断に
より可能となっています。
　なお、保全業務及び維持管理業務などは、各国立大学法人において自ら所有する資産に対し、それぞ
れの経営戦略の下、業務内容に応じて、合理的・効果的にアウトソーシングを行っていると承知してい
ますが、国立大学法人制度の趣旨に鑑み、民間委託の是非やその範囲等については各法人が自立的に判
断すべきことであり、市場化テストの趣旨には馴染まないものと考えます。

国立大学法人施設
保全管理業務

各国立大学法人における、施設保全管理業務

民間事業者が各国立大学法人が保有する文教施
設の保全業務（保全作業及び管理）を一括して
実施する。国立大学施設においては、経年によ
る老朽化や機能劣化進んでいる。このため、民
間事業者は全国的な電子情報組織を設け、全国
立大学の保全情報を集積管理し、各大学を横断
するベンチマーク分析行い維持管理費やエネル
ギー使用量の適正化を図るとともに、長期保全
計画に基いた施設整備費の適正な配分等により
ライフサイクルコスト低減を図る。また、資産
の現況を把握することにより、遊休資産の賃
貸・売却等の有効活用に資する基礎データを整
備し維持する。

14 ｃ、ｄ

（文部科学省）
　現行制度上特段の規制は設けておらず、民間事業者の参入は既に法人の判断により可能となっていま
す。
　なお、福利厚生事業については、既に合理的・効果的にアウトソーシングを行っている共済組合もあ
ります。
　また、法人制度の趣旨に鑑み、民間委託の是非やその範囲等については当該法人が自律的に判断すべ
きことであり、市場化テストの趣旨には馴染まないものと考えます。

福利厚生事業

国で実施している福利厚生事業（主に共済組合での福利厚生事業や独立行政法人の福利厚生
事業）
・文部科学省
・社会保険庁
・独立行政法人産業技術総合研究所

民間企業では普及が進む福利厚生事業のアウト
ソーシングを実施することで以下の効果が想定
でき得る
・職員満足度の向上（福利厚生メニューの充
実、地域間格差の是正、きめ細かい情報提供、
利便性・予約率の向上）
・予算の明確化（場合により経費削減）
・契約施設等との契約手続き、予約受付、補助
金支給、職員への告知等の事務処理負担の軽減
・社会環境の変化、人事諸制度の改定等に対応
した福利厚生の整備

d

（厚生労働省）
共済組合の福祉事業については、一部の府省において、既に民間委託している事例があることもあり、
民間事業者の算入を阻害しているとは考えていない。
また、当省の共済組合の福祉事業についても、費用対効果等を考慮した上で、その一部を既に民間委託
していることから、改めて「市場化テストの民間提案事項」として選定・実施をする必要はないものと
考えている。

― ― ― ―

c

（経済産業省）
独立行政法人産業技術総合研究所は国家公務員共済組合に加入しており、福利厚生事業については主に
連合会及び経済産業省共済組合の福利厚生メニューであるため、産総研単独での対応が困難であるとと
もに、規模も小さく効果も限定的である。

－ － － －

15 c

（厚生労働省）
　現在、ハローワークが行っている職業紹介業務については、憲法に規定される勤労権の保障やILO第
88号条約を遵守する観点から、利用者の属性や地域にかかわらず誰もが利用できる最も基本的なセーフ
ティネットとして全国的なネットワークで行う必要があること、国として行う必要のある雇用保険や事
業主指導の業務は、職業紹介と一体的に行わなければ制度の実効性が担保できないこと、雇用保険業務
については、失業の認定・給付、適用等行政処分にあたる業務が含まれており、このような業務につい
てはそもそも民法上の委託契約のみで実施することはできないこと、濫給を防止する観点から雇用保険
の保険者として財政責任を負う国が行うことが適当であること、雇用保険業務の中には職権確認や連帯
納付命令の発出等多くの指導監督的な業務が含まれているが、これらの業務と他の雇用保険業務とは切
り離すことはできないこと等から、国が直接実施する必要がある。

　職業紹介業務に係る法令としては、職業安定法第５条第３号にお
いて、無料の職業紹介事業を政府の業務として行うことが規定され
ており、同法第８条において、公共職業安定所が、職業紹介、職業
指導等の業務を行うことが規定されている。その他、職業安定法第
２章、高年齢者の雇用の安定等に関する法律、障害者の雇用の促進
等に関する法律等において、国又は公共職業安定所が行うべき職業
紹介業務が規定されている。
　雇用保険業務に係る法令としては、雇用保険法があり、同法第２
条第１項において、「雇用保険は、政府が管掌する」こととされて
いるほか、同法第２章、第３章及び第７章の規定並びにその他関係
法令の規定により、例えば、失業の認定、失業等給付の支給、返還
命令、給付制限、被保険者資格の確認といった業務について、厚生
労働大臣又は公共職業安定所長等が行うこととされている。

―

開示する情報については、内閣府が各省の協議を経て策定
する「市場化テストに関するガイドライン」、官民競争入
札の実施に関する方針、サービスのコスト削減等を実現し
得る評価基準、契約条件等を策定する中で考慮すべき内容
であると考えられるため、その中で検討することとなる
が、現段階においては、
①現行の公共職業安定所の施設単位の直接費及び間接費に
ついては、施設単位で、あるいは直接、間接の区分で算出
していないため、提示不可。
②その他の事項については、公共職業安定所全体であれ
ば、可能な範囲について、把握後速やかにお示しすること
が可能である。

①ー２において既に述べたとおり、ご要望につ
いては、市場化テストの対象とすることはでき
ない。

公共職業安定所の
全業務

公共職業安定所（ハローワーク）が実施している指導監督業務を除く全業務を施設単位で市
場化テストの対象とすることを提案いたします。

現行のハローワークは、低いマッチング率、利
用者軽視のサービス、高コストといった多くの
問題を有しています。これは単なる公務員の懈
怠というよりも、公務員という立場上の限界と
いうこともできます。民間の職業紹介事業者が
経験とノウハウを蓄積してきたいま、我が国の
職業紹介システム全体における官の関与のあり
方を見直し、新しい官民のパートナーシップの
下で、効率的で質の高いサービスの提供を実現
すべきと考えます。　　　　　　　　　　 な
お、就職困難者の再就職支援といった事業単位
で市場化テストにかけるという意見もあります
が、かかる手間とコストのかかる事業のみを民
に切り出しても、業務の効率化には結びつきま
せん。ハローワークにおける無駄は、職員の人
件費や福利厚生費、事務費など本体的部分にこ
そあるのであり、この部分を含めて包括的に民
間に委ねてこそ、無駄なコストを削減し、必要
なところに重点的に費用配分をし、効率的で効
果的な業務運営が可能になるといえます。ま
た、職員の職（ポスト）が市場化テストにかけ
られることにより、官の側にもサービスの向上
や業務の効率化といった努力が期待できます。
よって、ハローワークの原則全業務を施設単位
で市場化テストの対象とすべきと考えます。

16
c

(一部
a）

（厚生労働省）
○　アビリティガーデンは、今後の労働政策の重要課題であるホワイトカラーの職業能力開発のため
に、
(ⅰ)新たな訓練コース（訓練目標、カリキュラム、教材等）の開発
(ⅱ)開発したコースの試行実施、効果検証（２年間）及び民間への普及
(ⅲ)開発したものの普及するに至っていない訓練コースの改良等のための継続実施
を一体的に実施しており、国が責任を持って行うべきものである。
○　このため、アビリティガーデンの運営、訓練コースの開発は、学識経験者、労働組合・使用者団
体、民間企業等国をあげての協力体制の下に行っているものであり、一民間機関に運営を委託すること
は不適当である。
○　しかしながら、当該事項については、可能な限り市場化テスト、民間開放に対応するとの観点から
検討し、以下の項目について、実施することとしたい。
○　アビリティガーデンの施設・設備の民間開放
・土日・夜間において未使用の施設・設備を民間開放する。
・ホワイトカラー関連職種を対象とした訓練を民間に委託して実施する。
・委託費には、訓練生の募集経費及び訓練修了者の就職支援経費を含めるものとする。

（１）職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第１５条の
６第３項に基づき、国等は離転職者等に対する職業訓練を迅速かつ
効果的に行うため、公共職業能力開発施設内において実施するほ
か、必要に応じ他の適切な施設に委託してその行う教育訓練を受け
させることができるとされているところ。
（２）職業能力開発促進法第２３条第１項に基づき、公共職業訓練
において求職者に対する職業訓練を無料とするのは、通常求職者で
あることに伴う経済的事情を考慮し、その負担を軽くしようとする
社会政策的配慮に基づくものである。すなわち、求職者に対して行
う職業訓練については、雇用の安定を図るセーフティネットとして
国の責任として実施されていることから、上記の理由に鑑み、受講
料を無料としており、民間教育訓練機関の事業を圧迫しようとする
ものではない。よって、委託訓練を実施する場合においても当然受
講料は無料となるものである。

―

＜公共職業訓練関係＞
現段階においては、数値等を精査の上、合理的な期間内に
お示しすることが可能な事項は次のとおり。
○ 公共職業訓練施設（アビリティガーデン）の人員体制
（常勤･非常勤）及び各職員の業務内容
○ 公共職業訓練施設（アビリティガーデン）の業務のう
ち、雇用・能力開発機構本部が代行している業務（講座の
企画、講師依頼、教材作成等）
○ 公共職業訓練施設（アビリティガーデン）の施設単位の
業務･パフォーマンス
・ 離職者訓練申込者数と倍率
・ 離職者訓練受講者の就職率
・ 教室の稼働率
・ アビリティガーデンネットの稼働率（通年の放映時間）
・ 企業・団体、勤労者個人の相談受付件数
・ 講演会・シンポジウム・産業間交流会の開催状況
・ 無料職業紹介事業状況（求人開拓数、紹介数）、ハロー
ワークとの連携方法
・ 宿泊施設の稼働率
※　公共職業訓練施設（アビリティガーデン）の単年度の
直接費･間接費については直接、関節の区分で算出していな
いため、提示不可

①ー２において既に述べたとおり、ご要望内容
を踏まえ、土日・夜間においてこれまで未使用
であったアビリティガーデンの施設・設備を活
用した職業訓練事業（職業紹介等訓練修了者を
対象とする就職支援に関わる事業を含む）を市
場化テスト（モデル事業）の対象とする。

公共職業訓練施設
の全業務

現在雇用・能力開発機構の実施している公共職業訓練事業等（特に非効率性が顕著な生涯職
業能力開発促進センター（アビリティガーデン）の全業務を市場化テストの対象とすること
を提案いたします。

現行の公共職業訓練施設は、①稼動率が低く高
コスト・非効率な運営を行っている、②訓練内
容が労働者や企業のニーズに充分対応できてい
ない、③訓練と紹介が一体化されておらず効率
的なマッチングができていない、④訓練費用や
失業保険の訓練延長給付といった手厚い補助が
公共職業訓練にのみ偏重しているため、民間教
育訓練機関の事業を圧迫している、といった問
題を有しています。そこで、公共職業訓練施設
の全業務を、ノウハウを有する民間事業者に包
括的に委託することにより、訓練の効果的・効
率的実施とコスト削減を図っていくべきと考え
ます。
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17 c

（厚生労働省）
＜公共職業安定所関係＞
現在、ハローワークが行っている職業紹介業務については、憲法に規定される勤労権の保障やILO第88
号条約を遵守する観点から、利用者の属性や地域にかかわらず誰もが利用できる最も基本的なセーフ
ティネットとして全国的なネットワークで行う必要があること、国として行う必要のある雇用保険や事
業主指導の業務は、職業紹介と一体的に行わなければ制度の実効性が担保できないこと、雇用保険業務
については、失業の認定・給付、適用等行政処分にあたる業務が含まれており、このような業務につい
てはそもそも民法上の委託契約のみで実施することはできないこと、濫給を防止する観点から雇用保険
の保険者として財政責任を負う国が行うことが適当であること等から、国が直接実施する必要がある。

<公共職業訓練関係>
○　職業訓練事業と職業紹介事業を一体的に市場化テストの対象とすることについては、求職者の求め
るコースは多種多様であり、訓練修了後の就職希望地域は広範であることから、特定の職業紹介機関と
特定の訓練機関を一体的に運営することは、そのサービス範囲の枠外の労働者の訓練や就職が不可能と
なり適当でない。
○　アビリティガーデンは、今後の労働政策の重要課題であるホワイトカラーの職業能力開発のため
に、
(ⅰ)新たな訓練コース（訓練目標、カリキュラム、教材等）の開発
(ⅱ)開発したコースの試行実施、効果検証（２年間）及び民間への普及
(ⅲ)開発したものの普及するに至っていない訓練コースの改良等のための継続実施
を一体的に実施しており、国が責任を持って行うべきものである。
○　このため、アビリティガーデンの運営、訓練コースの開発は、学識経験者、労働組合・使用者団
体、民間企業等国をあげての協力体制の下に行っているものであり、一民間機関に運営を委託すること
は不適当である。
○　しかしながら、当該事項については、可能な限り市場化テスト、民間開放に対応するとの観点から
検討し、以下の項目について、実施することとしたい。
○　アビリティガーデンの施設・設備の民間開放
・土日・夜間において未使用の施設・設備を民間開放する。
・ホワイトカラー関連職種を対象とした訓練を民間に委託して実施する。
・委託費には、訓練生の募集経費及び訓練修了者の就職支援経費を含めるものとする。

＜公共職業安定所関係＞
　職業紹介業務に係る法令としては、職業安定法第５条第３号にお
いて、無料の職業紹介事業を政府の業務として行うことが規定され
ており、同法第８条において、公共職業安定所が、職業紹介、職業
指導等の業務を行うことが規定されている。その他、職業安定法第
２章、高年齢者の雇用の安定等に関する法律、障害者の雇用の促進
等に関する法律等において、国又は公共職業安定所が行うべき職業
紹介業務が規定されている。
　雇用保険業務に係る法令としては、雇用保険法があり、同法第２
条第１項において、「雇用保険は、政府が管掌する」こととされて
いるほか、同法第２章、第３章及び第７章の規定並びにその他関係
法令の規定により、例えば、失業の認定、失業等給付の支給、返還
命令、給付制限、被保険者資格の確認といった業務について、厚生
労働大臣又は公共職業安定所長等が行うこととされている。

＜公共職業訓練関係＞
（１）職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第１５条の
６第３項に基づき、国等は離転職者等に対する職業訓練を迅速かつ
効果的に行うため、公共職業能力開発施設内において実施するほ
か、必要に応じ他の適切な施設に委託してその行う教育訓練を受け
させることができるとされているところ。
（２）職業能力開発促進法第２３条第１項に基づき、公共職業訓練
において求職者に対する職業訓練を無料とするのは、通常求職者で
あることに伴う経済的事情を考慮し、その負担を軽くしようとする
社会政策的配慮に基づくものである。すなわち、求職者に対して行
う職業訓練については、雇用の安定を図るセーフティネットとして
国の責任として実施されていることから、上記の理由に鑑み、受講
料を無料としており、民間教育訓練機関の事業を圧迫しようとする
ものではない。よって、委託訓練を実施する場合においても当然受
講料は無料となるものである。

―

開示する情報については、内閣府が各省の協議を経て策定する
「市場化テストに関するガイドライン」、官民競争入札の実施に
関する方針、サービスのコスト削減等を実現し得る評価基準、契
約条件等を策定する中で考慮すべき内容であると考えられるた
め、その中で検討することとなるが、
＜公共職業安定所関係＞
現段階においては、
①現行の公共職業安定所の施設単位の直接費及び間接費について
は、施設単位で、あるいは直接、間接の区分で算出していないた
め、提示不可。
②その他の事項については、公共職業安定所全体であれば、可能
な範囲について、把握後速やかにお示しすることが可能である。
＜公共職業訓練関係＞
現段階においては、数値等を精査の上、合理的な期間内にお示し
することが可能な事項は次のとおり。
○ 公共職業訓練施設（アビリティガーデン）の人員体制（常勤･
非常勤）及び各職員の業務内容
○ 公共職業訓練施設（アビリティガーデン）の業務のうち、雇
用・能力開発機構本部が代行している業務（講座の企画、講師依
頼、教材作成等）
○ 公共職業訓練施設（アビリティガーデン）の施設単位の業務･
パフォーマンス
・ 離職者訓練申込者数と倍率
・ 離職者訓練受講者の就職率
・ 教室の稼働率
・ アビリティガーデンネットの稼働率（通年の放映時間）
・ 企業・団体、勤労者個人の相談受付件数
・ 講演会・シンポジウム・産業間交流会の開催状況
・ 無料職業紹介事業状況（求人開拓数、紹介数）、ハローワー
クとの連携方法
・ 宿泊施設の稼働率
※　公共職業訓練施設（アビリティガーデン）の単年度の直接
費･間接費については直接、間接の区分で算出していないため、
提示不可

①ー２において既に述べたとおり、ご要望につ
いては、市場化テストの対象とすることはでき
ない。

公共職業安定所と
公共職業訓練施設
における全業務の
一体的な対象化

公共職業安定所と公共職業訓練施設における原則全業務を、一体的に市場化テストの対象と
することを提案いたします（例えば、アビリティガーデンと併設するハローワーク墨田
等）。

失業者に対する職業紹介は、職業訓練と直結し
てこそ、効率的･効果的なマッチングが可能と
なります。しかし、前述のように、現行では公
共職業安定所は厚生労働省地方労働局、公共職
業訓練は雇用・能力開発機構と都道府県と実施
主体が完全に分離しており、充分な連携がなさ
れていません。
そこで、公共職業訓練施設と隣接する公共職業
安定所を一体的に市場化テストの対象とし、民
間事業者に一括的に運営を委ねることにより、
職業紹介と職業訓練を一体化させた効率的･効
果的なサービスモデルを構築していくことが有
効と考えます。
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（厚生労働省）
○公共職業安定所職員の給与計算、経理業務は、都道府県労働局で集中化を進めているところあり、特
に公共職業安定所内に残っている給与計算業務は皆無に等しく、委託するような業務がないことから不
適当。
○「人事・給与等業務・システム最適化計画」（平成１６年２月２７日各府省等情報化統括責任者（Ｃ
ＩＯ）連絡会議決定）に基づき、人事院、総務省及び財務省が中心となって現在各府省共通の「人事・
給与関係業務情報システム」を開発中であり、都道府県労働局においても平成１９年度末までの導入が
決定済み。職員自ら入力する行為及び決定する行為以外はシステム内で自動的に処理され、アウトソー
シングされるような業務は、ほとんどないようにシステム設計がなされているものと理解しており、そ
の結果、、年間約２０億円の経費削減と年間延べ約１，３００万時間分の業務処理時間の短縮が見込ま
れている。したがって、これを一部でも対象外とすることは、システム開発上非効率であり、事務の簡
素化・合理化効果も著しく軽減することとなり不適当。

○「物品調達、物品管理、謝金・諸手当、補助金及び旅費の各業務・システム最適化計画」（2004年
（平成16年）9月15日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）に基づき、経済産業省を中心とし
て、現在、各府省共通のシステムを開発中であり、各府省共通のシステムを構築することにより、シス
テム開発及び４年間の運用に係る経費について約325億円（試算値）の削減、年間延べ約55万日分（試
算値）の業務処理時間の短縮が見込まれる。したがって事務の簡素・合理化を図ることとしており、前
記と同様に、委託することは不適当。
○そもそも、給与計算業務、経理業務などの内部業務に係るシステムは、当省だけが導入するものでは
なく、全省庁が等しく導入することを政府として決定しているものであることから、システム開発者で
ある人事院等において、そのような業務があるかどうか判断いただくべきであり、当省のうち、公共職
業安定所のみで検討することは不適当。

○「ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画２００２」（平成１４年６月１８日Ｉ
Ｔ戦略本部）各府省共通の人事・給与等の内部管理業務の電子化に
ついて、業務の合理化及びシステムの効率的整備を図る観点から、
各府省間の整合性や連携を確保したシステム整備、具体的運用等に
関する基本方針を２００２年度中に策定する。
○「人事・給与等業務システム最適化計画」（平成１６年２月２７
日ＣＩＯ連絡会議）各府省等は、２００４年６月末を目途に、人事
院、総務省及び財務省において開発する人事・給与情報システムの
導入経過を策定し、個々に整備・運用していた人事・給与等業務に
係る既存のシステムを２００７年度末までに、人事・給与情報シス
テムに更新する。

○「物品調達、物品管理、謝金・諸手当、補助金及び旅費の各業
務・システム最適化計画」（2004年（平成16年）9月15日各府省情報
化統括責任者（CIO）連絡会議決定）の中で、各府省情報化統括責任
者（CIO）連絡会議の下、経済産業省が中心となって、各種会計関係
システムとの連携に留意しつつ仕様等の検討を行い、各府省情報化
統括責任者（CIO）連絡会議において、2004年末（平成16年末）まで
に開発・運用主体を決定することとしている。
○「電子政府構築計画」（平成１６年６月１４日ＣＩＯ連絡会議）
各府省等は、２００４年６月末を目途に策定する導入計画に沿っ
て、個々に整備・運用している人事・給与等業務に係る既存のシス
テムを２００７年度末までに、人事・給与関係業務情報システムに
更新する。

―

開示する情報については、内閣府が各府省の協議を経て策
定する「市場化テストに関するガイドライン」、官民競争
入札の実施に関する方針、サービスのコスト削減等を実現
し得る評価基準、契約条件等を策定する中で考慮すべき内
容であると考えられるが、
いずれにしても、システムが完成され導入した時点でなけ
れば、各種業務の形態が明確にできない状況にあり、現時
点では情報を開示することは不可能である。

―
現在公共職業安定
所の庶務課で行わ
れている業務

公共職業安定所内の給与計算業務、経理業務などの内部事務に関する業務の受託

民間企業では、内部事務は企業にとって事業を
拡大するための営業活動や生産活動などのコア
業務とは違い、非コア業務であると位置付けら
れます。自社で雇用する社員は出来る限りコア
業務に特化し、非コア業務はアウトソーシング
すると言う流れが近年日本においても急速に見
られます。そういった流れの中で、内部事務に
関して専門的なノウハウを持ったアウトソー
サーが増えています。専門的なノウハウを活用
し、低コストで効率の良い運営を行うことで、
各社から業務を受託しています。また、委託企
業側はこれまで非コア業務に携わっていた社員
をコア業務に特化することで、事業拡大や生産
性の向上を実現しています。
一方で官公庁では内部事務も公務員の行う業務
であるという考えのもと、職員が業務を行って
います。しかしながら、官公庁における内部事
務も一部の法令を除くと民間とそれほどかわら
ない業務を行っています。つまり、官公庁でも
こういったアウトソーサーの活用が可能である
と考えられます。事実、弊社では静岡県及び千
葉県から同業務を受託・運営を行っています。
公共職業安定所においても、内部事務のアウト
ソーシングをご検討いただきたく提案いたしま
す。
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（厚生労働省）
ご提案の業務については、
１　失業の認定・給付、雇用継続給付、教育訓練給付等の給付や被保険者資格の確認等行政処分に当た
る業務が含まれており、このような業務についてはそもそも民法上の委託契約のみで実施することはで
きないこと、
２　濫給を防止する観点から、雇用保険の保険者として財政責任を負う国が行うことが適当であるこ
と、
３　旅券窓口や住民票の交付窓口と異なり、外形的画一的に処理できない業務を窓口において実施して
いること、
から、市場化テストの対象とすることは不適当である。

雇用保険については、雇用保険法（昭和４９年第１１６号）第２条
第１項において「雇用保険は、政府が管掌する」こととされている
ほか、同法第２章、第３章及び第７章の規定並びにその他関係法令
の規定により、例えば、失業の認定、失業等給付の支給、被保険者
資格の確認といった業務について、厚生労働大臣又は公共職業安定
所長等が行うこととされている。

―

開示する情報については、内閣府が各省の協議を経て策定
する「市場化テストに関するガイドライン」、官民競争入
札の実施に関する方針、サービスのコスト削減等を実現し
得る評価基準、契約条件等を策定する中で考慮すべき内容
であると考えられるため、その中で検討することとなる
が、現段階においては、ご指摘の業務の内容及び月ごとの
処理件数について、公共職業安定所全体については、可能
な範囲について、把握後速やかにお示しすることは可能で
ある。

―

現在公共職業安定
所の雇用保険適用
課及び雇用保険給
付課で行われてい
る窓口業務

①適用事業所の設置、廃止、事務組合関係、被保険者の資格取得・喪失、離職票交付、雇用
継続給付業務
②受給資格決定。失業認定、教育訓練給付、失業給付金等の給付業務
に関する、窓口対応業務及び後方事務業務

①届出・認定等の窓口業務は概ねマニュアル化
できる定型業務であると考えられます。つま
り、アウトソーシングに適した業務であると考
えられます。
②官公庁の各種窓口はその対応時間の短さに不
満があげられます。民間企業が実施すること
で、夜間の延長や土日祭日の対応が可能にな
り、利用者の満足度を高めることができます。
③同様の窓口対応業務に関しては、一般的にそ
の対応レベルは官公庁に比べ民間企業の方が高
いと言われています。これは民間企業では窓口
利用者は全てお客様である為、対応レベルは常
に高く保たれているからです。こういったノウ
ハウを持った民間企業が窓口業務を実施するこ
とで利用者の満足度を高めることが出来ます。
以上のような理由から窓口業務に関してご提案
いたします。
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（厚生労働省）
　現在、ハローワークが行っている業務については、憲法に規定される勤労権の保障やILO第88号条約
を遵守する観点から、利用者の属性や地域にかかわらず誰もが利用できる最も基本的なセーフティネッ
トとして全国的なネットワークで行う必要があること、国として行う必要のある雇用保険や事業主指導
の業務は、職業紹介と一体的に行わなければ制度の実効性が担保できないこと等から、国が直接実施す
る必要がある。

　職業紹介業務に係る法令としては、職業安定法第５条第３号にお
いて、無料の職業紹介事業を政府の業務として行うことが規定され
ており、同法第８条において、公共職業安定所が、職業紹介、職業
指導等の業務を行うことが規定されている。その他、職業安定法第
２章、高年齢者の雇用の安定等に関する法律、障害者の雇用の促進
等に関する法律等において、国又は公共職業安定所が行うべき職業
紹介業務が規定されている。

―

開示する情報については、内閣府が各省の協議を経て策定
する「市場化テストに関するガイドライン」、官民競争入
札の実施に関する方針、サービスのコスト削減等を実現し
得る評価基準、契約条件等を策定する中で考慮すべき内容
であると考えられるため、その中で検討することとなる
が、現段階においては、
①現行の公共職業安定所の施設単位の直接費及び間接費に
ついては、施設単位で、あるいは直接、間接の区分で算出
していないため、提示不可。
②その他の事項については、公共職業安定所全体であれ
ば、可能な範囲について、把握後速やかにお示しすること
は可能である。

①ー２において既に述べたとおり、ご要望につ
いては、市場化テストの対象とすることはでき
ない。

下部組織である
「人材銀行」を含
む職業相談事業、
及び雇用開発事業

現在公共職業安定所が実施している職業紹介、職業相談事業

26ある人材銀行を保有する公共職業安定所（すべての安定所ではなくいずれか一つを対象と
する）について、職業紹介、職業相談、人材銀行関連業務、求人受理・連絡、求人開拓、事
業所情報の収集などのあらゆる年齢層の職業相談・紹介業務（日雇い労働者、障害者等の特
別援助者の職業相談・紹介を除く）。

　昨今の高い失業率の状況から職業相談窓口の
混雑は慢性化している状況である。また、現行
の職業紹介事業は、地域事情を勘案し、公共職
業安定所それぞれが個性を発揮するといったこ
とが難しい状況にある。
　これを民間が委託先競争型（業務委託）で受
託した場合は、
①窓口対応方法の変更
②ハローワーク利用者の利用目的別対応受付
など、利用者の利便性を第一に考えたユーザー
オリエンテッドな諸施索が可能となる。
　ハローワークの利用者サイドに立った運営を
することにより、職業相談窓口の混雑緩和と利
便性の向上が図られ、結果として利用者の増加
とマッチング率の向上、改善が期待できる。

21
C

(一部
a）

（厚生労働省）
　学生職業センター等については、セーフティネットとしての職業紹介事業を行うハローワークの組織
であり、憲法に規定される勤労権の保障やＩＬＯ第８８号条約を遵守する観点から、利用者の属性や地
域にかかわらず誰もが利用できるものとして、全国的なネットワークにより国が直接実施する必要があ
る。
　なお、ご提案内容を踏まえ、若年者向けの就職支援事業（若年者版キャリア交流プラザ）について、
以下の内容により、公設民営方式で市場化テストのモデル事業の対象とすることとする。
・「ハローワーク」を冠した名称とする。
・求人者が了解するハローワーク求人を活用できるものとする。
・委託費には登録者の就職の評価を含めるものとする。
・１カ所とする。

　職業紹介業務に係る法令としては、職業安定法第５条第３号にお
いて、無料の職業紹介事業を政府の業務として行うことが規定され
ており、同法第８条において、公共職業安定所が、職業紹介、職業
指導等の業務を行うことが規定されている。その他、職業安定法第
２章、高年齢者の雇用の安定等に関する法律、障害者の雇用の促進
等に関する法律等において、国又は公共職業安定所が行うべき職業
紹介業務が規定されている。
　若年者向けの就職支援事業（若者版キャリア交流プラザ）につい
ては、特段想定されない。

若年者版キャリア交流プラ
ザについては、
・「ハローワーク」を冠し
た名称とする。
・求人者が了解するハロー
ワーク求人を活用できるも
のとする。

開示する情報については、内閣府が各省の協議を経て策定
する「市場化テストに関するガイドライン」、官民競争入
札の実施に関する方針、サービスのコスト削減等を実現し
得る評価基準、契約条件等を策定する中で考慮すべき内容
であると考えられるため、その中で検討することとなる
が、現段階においては、
①学生職業センター等におけるコストについては、公共職
業安定所全体のコストに含まれているものもあり、区別し
て試算することは困難である。なお、ハローワークのコス
トについては要望管理番号15の該当項目を参照のこと。
②学生職業センター等の事業の個々の業務内容等について
は、可能な範囲について、把握後速やかにお示しすること
は可能である。

①ー２において既に述べたとおり、ご要望につ
いては、市場化テストの対象とすることはでき
ない。
なお、ご提案内容を踏まえ、若年者向けの就職
支援事業（若年者版キャリア交流プラザ）につ
いて、公設民営方式で市場化テストのモデル事
業の対象とすることとする。

職業相談、職業紹
介事業

学生向け就職支援施設（学生職業センター、学生職業相談室、学生職業総合支援センター）
に関する全般の業務。

厚生労働省がハローワークの出先機関として、各都道府県に1箇所ずつ設置している国の機
関で、大学等新卒者対象就職情報の提供と、職業相談を行っている。

　47都道府県に設置されているが活動内容はま
ちまちである（ホームページの開設がない施設
もある）。利用者も少ないようだ（あるホーム
ページに掲載されている利用者の声は01年8月
以来7通のみ）。これを民間が実施すれば、①
一定水準のサービスで全国展開が可能、②積極
的に営業活動を行うので施設の周知徹底が可
能、③年齢層の近い担当者で対応することによ
り親近感の醸成が可能、④イベント開催やイン
ターネット利用など、相談のための方策を様々
な形で導入でき、方向性が定まらない若年層に
とって相談施設としての機能改善につながる、
等の改善が可能である。利用者の増加につなが
り、若年層の失業率解消の一助となる。
　各労働局ないしはハローワークの下部組織と
いうことで、横の連携が取れていないという問
題を有している。民間が全国で一括にサービス
を提供できれば、学生向け就職支援施設全体を
マネージすることができ、利用者増とマッチン
グの向上につなげることが出来る。
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22 a

（厚生労働省）
ご提案内容を踏まえ、キャリア交流プラザについては、以下の内容で公設民営方式で市場化テストのモ
デル事業の対象とすることとする。
・「ハローワーク」を冠した名称とする。
・求人者が了解するハローワーク求人を活用できるものとする。
・委託費には登録者の就職の評価を含めるものとする。
・５カ所とする。

特段想定されない。

・「ハローワーク」を冠し
た名称とする。
・求人者が了解するハロー
ワーク求人を活用できるも
のとする。

モデル事業の実施に当たって、必要となる情報を開示する
べく準備することとしたい。

①ー２において既に述べたとおり、ご要望内容
を踏まえ、キャリア交流プラザについては、公
設民営方式で市場化テストのモデル事業の対象
とすることとする。

職業相談事業
現在公共職業安定所が実施している職業相談事業

職業相談事業のうちの、キャリア交流プラザに関する業務

　この事業は、民間が行う再就職支援サービス
と共通している部分が多い。また、希望者が多
いため希望者すべてが利用できる状況にないと
耳にしており、バウチャー券の配布により官民
のサービスを選択することが可能にすることが
できれば、求職者の利便性向上につながるもの
と考える。
　各ハローワーク、人材銀行の下部組織という
ことも有り、キャリア交流プラザとしての横の
連携が取れていないという問題を有しており、
民間が入り各キャリア交流プラザ代表者による
委員会のような組織をつくりキャリア交流プラ
ザ全体で広報宣伝活動を行うようになれば、効
率化が進み利用者の利便性向上につなげること
が出来、就職率の向上に繋がるものと考える。

23 c

（厚生労働省）
　ヤングハローワークについては、セーフティネットとしての職業紹介事業を行うハローワークの組織
であり、憲法に規定される勤労権の保障やILO第88号条約を遵守する観点から、利用者の属性や地域に
かかわらず誰もが利用できるものとして全国的なネットワークにより国が直接実施する必要がある。

　職業安定法第５条第３号において、無料の職業紹介事業を政府の
業務として行うことが規定されており、同法第８条において、公共
職業安定所が、職業紹介、職業指導等の業務を行うことが規定され
ている。その他、職業安定法第２章等において、国又は公共職業安
定所が行うべき職業紹介業務が規定されている。

―

開示する情報については、内閣府が各省の協議を経て策定
する「市場化テストに関するガイドライン」、官民競争入
札の実施に関する方針、サービスのコスト削減等を実現し
得る評価基準、契約条件等を策定する中で考慮すべき内容
であると考えられるため、その中で検討することとなる
が、現段階においては、
①ヤングハローワークにおけるコストについては、公共職
業安定所全体のコストに含まれているものもあり、区別し
て試算することは困難である。なお、ハローワークのコス
トについては要望管理番号15の該当項目を参照のこと。
②ヤングハローワークの事業の個々の業務内容等について
は、可能な範囲について、把握後速やかにお示しすること
は可能である。

①ー２において既に述べたとおり、ご要望につ
いては、市場化テストの対象とすることはでき
ない。

職業紹介事業
現在公共職業安定所が実施している職業紹介事業

職業紹介事業のうちの、ヤングハローワークに関する業務

　若年層の失業率が高いところから利用者が多
く、相談を受けにくいという問題を有してお
り、これを民間がインターネットなどを利用し
相談方法の多様化をはかれば利便性の向上につ
ながると考えられる。また、方向性が定まらな
い若年層にとっての相談施設という面では、年
齢層の近い担当者で対応するなど対応方法を工
夫することにより機能改善につなげ利用率の向
上、就職率の上昇に結びつけることができる。
　各ハローワークの下部組織ということから、
ヤングハローワークとしての横の連携が取れて
いないという問題を有しており、民間が入り各
ヤングハローワーク代表者による委員会のよう
な組織をつくりヤングハローワーク全体をマ
ネージすることができれば、広報宣伝活動をは
じめとして効率化が進み、利用者増につなげる
ことが出来る。

24 c

（厚生労働省）
１について
職業訓練事業と職業紹介事業を一体的に市場化テストの対象とすることについては、求職者の求める
コースは多種多様であり、訓練修了後の就職希望地域は広範であることから、特定の職業紹介機関と特
定の訓練機関を一体的に運営することは、そのサービス範囲の枠外の労働者の訓練や就職が不可能とな
り適当でない。

２について
　現在、ハローワークが行っている業務については、憲法に規定される勤労権の保障やILO第88号条約
を遵守する観点から、利用者の属性や地域にかかわらず誰もが利用できる最も基本的なセーフティネッ
トとして全国的なネットワークで行う必要があること、国として行う必要のある雇用保険や事業主指導
の業務は、職業紹介と一体的に行わなければ制度の実効性が担保できないこと等から、国が直接実施す
る必要がある。

１について
職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第２３条第３項に
基づき、現状においても、公共職業能力開発施設及び職業安定機関
との密接な連携の下に、
・ハローワークにおけるキャリア・コンサルティングにより、求職
者本人に最も適した訓練コースを選定すること
・訓練生に対する就職に関する情報提供を図ること
・職業訓練受講中や修了後も就職相談等の一貫した支援を実施する
こと
等により、効率的なマッチングを行い、求職者の再就職促進を図っ
ているところである。

2について
　職業紹介業務に係る法令としては、職業安定法第５条第３号にお
いて、無料の職業紹介事業を政府の業務として行うことが規定され
ており、同法第８条において、公共職業安定所が、職業紹介、職業
指導等の業務を行うことが規定されている。その他、職業安定法第
２章、高年齢者の雇用の安定等に関する法律、障害者の雇用の促進
等に関する法律等において、国又は公共職業安定所が行うべき職業
紹介業務が規定されている。

― ― ―

若年層対象未就労
者バーチャル・
ジョブ・トレーニ
ング事業・社会訓
練事業及び職業紹
介事業

１．現在国・県が実施している失業対策訓練及びデュアルシステム訓練

２．現在はハローワークが行っている職業紹介

３．ニートに関してはまだフォローが行われていない。

 　現行実施している失業対策訓練・デュアル
システムは職業学習に近く、現在の社会の動向
や企業のニーズ・実際の業務とかけ離れてい
る。
　又、訓練と職業紹介が分離された部門となっ
ているため、訓練生に対しての細かいフォロー
が行えず就職に結びつきにくい。
　尚、現在社会問題となっているニートは非常
にフォローが難しく、民の専門家による社会訓
練が必要だと考える。
　以上のそれぞれの部分を集合させ、１つの民
間に任せることにより、若年層の未就労率を飛
躍的に挙げることが可能。

25 ｃ
（厚生労働省）
社会保険事務所が行っている業務には、保険料の強制徴収などの公権力の行使となる業務が含まれてお
り、包括的に民間開放することは困難。

民間へ業務委託できない明文の法規制は健康保険法・厚生年金保険
法・国民年金法上はないが、公権力の行使となる業務を民間委託す
ることについては、法律改正が必要。

―
事務引継ぎに必要なマニュアル作成等には、作成に要する
合理的期間が必要。

①ー２において既に述べたとおり、ご要望につ
いては、市場化テストの対象とすることはでき

ない。

社会保険事務所業
務

現在社会保険事務所が実施している健康保険・国民年金・厚生年金等事業にかかる適用・徴
収・給付手続業務及びそれに付随する相談業務を、施設単位で包括的に市場化テストの対象
とすることを提案いたします。

現行の社会保険事務所の業務については、高コ
ストで非効率な運営、低い徴収率、不正確な給
付、ずさんな個人情報の管理、利用者軽視の
サービスといった様々な問題が指摘されていま
す。社会保険事務所の業務を民間事業者に包括
的に委託することで、効果的効率的な運営が可
能となり、保険・年金財政の健全化が図られる
とともに、国民の社会保険に対する信頼の回復
に繋がることが期待されます。
なお、未納保険料の徴収といった事業単位で市
場化テストにかけるという意見もありますが、
かかる手間とコストのかかる事業のみを民に切
り出しても、業務の効率化には結びつきませ
ん。社会保険事務所における問題は、重層的組
織や旧世代的システム、効率的経営へのインセ
ンティブの欠如といった組織を挙げた業務運営
体制にあるのであり、かかる部分を含めて包括
的に民間に委ねてこそ、人員配置や業務コスト
の重点配分等によって、効率的で効果的な運営
が可能になるといえます。また、職員の職（ポ
スト）が市場化テストにかけられることによ
り、官の側にもサービスの向上や業務の効率化
といった努力が期待できます。よって、社会保
険事務所の原則全業務を施設単位で市場化テス
トの対象とすべきと考えます。

（法務省）
要望管理番号9に同じ

26 a

（厚生労働省）
国民年金の徴収業務のうち、公権力の行使となる業務を民間開放することは困難であるが、非権力的な
電話・戸別訪問による納付督励業務及び保険料の納付委託業務の包括的委託を市場化テストの対象とす
る。

民間へ業務委託できない明文の法規制は国民年金法上はないが、公
権力の行使となる業務を民間委託することについては、法律改正が
必要。

―
基本的には、開示できる情報である。ただし、コストにつ
いては現在精査中であり、合理的な期間内に開示したい。

これらの事項については、市場化テストに関す
るガイドライン、官民競争入札の実施に関する
方針、サービスのコスト削減等を実現し得る評
価基準、契約条件等を策定する中で考慮すべき
内容であると考えられ、その中で検討すること
となる。なお、年金制度改革の具体的内容は、
開示されている。

国民年金保険料の
収納業務

現在社会保険庁が所管している「国民年金保険料」の収納業務に関し、未納者からの徴収業
務を代行する。

「国民年金保険料」の納付率をアップさせるに
あたり、民間サービサーの回収ノウハウの活用
を検討いただきたい。

（法務省）
要望管理番号9に同じ

27 a

（厚生労働省）
国民年金、厚生年金保険及び政府管掌健康保険の徴収業務のうち、公権力の行使となる業務を民間開放
することは困難であるが、国民年金の徴収業務のうち、非権力的な電話・戸別訪問による納付督励業務
及び保険料の納付委託業務の包括的委託を市場化テストの対象とする。

民間へ業務委託できない明文の法規制は国民年金法、厚生年金保険
法、健康保険法上はないが、公権力の行使となる業務を民間委託す
ることについては、法律改正が必要。

求められている情報の具体
的中身が分かり次第、開示
できるかどうかについてお
示ししたい。

求められている情報の具体的中身が分かり次第、開示でき
るかどうかについてお示ししたい。

これらの事項については、市場化テストに関す
るガイドライン、官民競争入札の実施に関する
方針、サービスのコスト削減等を実現し得る評
価基準、契約条件等を策定する中で考慮すべき
内容であると考えられ、その中で検討すること
となる。

社会保険（国民年
金・厚生年金・政
管健保）の徴収業
務

社会保険（国民年金・厚生年金・政管健保）の徴収業務の民間委託
督促、回収業務を業とするサービサーに委託す
ることによる,費用対効果改善

（法務省）
要望管理番号9に同じ
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28 a

（厚生労働省）
国民年金の徴収業務のうち、公権力の行使となる業務を民間開放することは困難であるが、非権力的な
電話・戸別訪問による納付督励業務及び保険料の納付委託業務の包括的委託を市場化テストの対象とす
る。

民間へ業務委託できない明文の法規制は国民年金法上はないが、公
権力の行使となる業務を民間委託することについては、法律改正が
必要。

―
基本的には、開示できる情報である。ただし、コストにつ
いては現在精査中であり、合理的期間内に開示したい。

求められている情報の具体的中身が分かり次
第、措置できるかどうかについてお示しした
い。

国民年金保険料の
収納事業

現在社会保険庁が所管している「国民年金保険料」の収納義務に関し、未納者からの徴収業
務を代行する。

「国民年金保険料」の納付率をアップさせるに
あたり、民間サービサーの回収ノウハウの活用
を検討いただきたい。

（法務省）
要望管理番号9に同じ

29 ａ

（厚生労働省）
金融機関による口座振替及びコンビニ収納については、既に直接金融機関やコンビニに委託することに
より実施している。国民年金の電話・戸別訪問による納付督励及び保険料の納付委託業務の包括的委託
を市場化テストの対象とする。

行政処分ではない非権力的な業務であれば、民間へ業務委託できな
い法規制は国民年金法上はない。

― ―

これらの事項については、市場化テストに関す
るガイドライン、官民競争入札の実施に関する
方針、サービスのコスト削減等を実現し得る評
価基準、契約条件等を策定する中で考慮すべき
内容であると考えられ、その中で検討すること
となる。

国民年金保険料の
徴収事業

現在、社会保険庁が実施している、①国民年金保険料の徴収代行事業、②未納者への電話督促（１
次、２次、３次）事業
（注）電話の１次督促は既に民間に委託済み
(具体的内容）
１．国民年金保険料の徴収代行：金融機関での口座振替、コンビニ収納（引落しデータの授受から保
険料振込まで一括実施）
２．未納者への電話督促(コール）
①１次督促（１回のｺﾝﾀｸﾄのみ）・・・（民間へ委託済）ｅｘ：未納の通知
②２次、３次督促（２回目以降のｺﾝﾀｸﾄをとる）ｅｘ：２次督促・・・納付日の約束取付け、３次督
促・・・納付をさらに強く依頼など
３．提案事業の対象エリア
①国民年金保険料の徴収代行・・・対象エリア：日本全国
②未納者への電話督促(1次、2次、3次）・・・対象エリア：日本全国
４．提案事業のスキーム概要
事業の流れ：①徴収⇒未納⇒②督促⇒③処分等
①徴収のうち、口座振替とコンビニ収納、②督促のうち、郵便督促、電話督促(コールセンター）につ
いて提案します。
（参考１）口座振替を活用した徴収代行サービス
①社会保険庁から納付者あてに納付案内書を送付、②社会保険庁から弊社に請求データを送付、③弊
社から納付者あてに請求書を送付(オプション）、④納付者から金融機関（都銀、地銀、信金、信組、
郵便局他）へ口座振替を依頼、⑤金融機関から弊社へ送金(弊社は金融機関との間で口座振替契約を締
結）、⑥弊社から社会保険庁に対して振替結果を報告、⑦弊社から社会保険庁に対して引落金額を振
込
※特徴
・納付者にとって手間がいらず、負担の少ない収納方法です。
（参考２）コンビニを活用した徴収代行サービス
①社会保険庁から弊社へ請求データを送付、②弊社から納付者に対してコンビニ納付書を郵送、③納
付者がコンビニで払い込み、④コンビニは弊社に対して払込結果を通知、⑤弊社は社会保険庁に対し
て払込結果を通知、⑥コンビニは弊社に入金、⑦弊社は社会保険庁に入金
※特徴
・銀行に決済口座を持たない方にも適した収納方法です。
・納付者は、深夜早朝にも納付できます。
・口座振替で引落しができなかった納付者に対してもご利用頂けます。

○民間提案の趣意
１．民間が参入するだけの市場性があります。
　国民年金保険料の未納率は３６.６％と、取
組むべき喫緊の課題です。また、未納額の大き
さを勘案すれば、多少のコストをかけてでも回
収を図る価値のある市場があると思料します。
２．弊社グループの既存のインフラ・ノウハウ
を有効活用できます。
○民間委託した場合のメリット
１．電話督促事業
　以下のように、改善が期待されます。
【１】効率的・効果的・・コールセンターが専
業で実施する為、効率的です。
【２】２４時間体制での実施が可能です。
【３】低コスト・・時間給制による低コスト運
営が可能です。
２．徴収事業
【１】効率的・・収納会社の利用により、社会
保険庁の労力・コストを削減できます。（ｅ
ｘ：全国の金融機関とのデータ授受や仕分管理
の煩雑さから解放されます。）
【２】社会全体のコスト削減・・民間でも対応
可能な徴収・督促業務はアウトソースし、社会
保険庁は年金相談、強制徴収等を優先して取り
組むことで、全体として徴収率アップが期待で
きます。

30 ｃ
（厚生労働省）
「訴状作成支援」の内容が不明であるが、非権力的な文書・電話・面談による納付督励業務等について
の民間への委託については、それによる業務の効率化の程度等について今後精査する。

非権力的な業務であれば、民間へ業務委託できない法規制は、厚生
年金保険法及び健康保険法上はない。

―
基本的には、開示できる情報である。ただし、間接費につ
いては、その意味を確認した上で、対応を検討する。

―
社会保険料の徴
収・回収業務支援

文書・電話催告、現地調査支援、訴状作成支援等

債権回収業者（サービサー）では、さまざまな
回収に対し、確実な実績をあげるノウハウを有
している。公権力の行使の部分以外の文書・電
話催告、現地調査や訴状作成などのサポートを
行うことで、徴収・回収業務の効率化を図り、
徴収率の向上と職位負荷の軽減に寄与すること
を目的とする。

（法務省）
要望管理番号9に同じ

31 ａ
（厚生労働省）
「訴状作成支援」の内容が不明であるが、国民年金の非権力的な電話・納付督励による納付督励業務及
び保険料の納付委託業務の包括的委託を市場化テストの対象とする。

行政処分ではない非権力的な業務であれば、民間へ業務委託できな
い法規制は国民年金法上はない。

これらの事項については、
市場化テストに関するガイ
ドライン、官民競争入札の
実施に関する方針、サービ
スのコスト削減等を実現し
得る評価基準、契約条件等
を策定する中で考慮すべき
内容であると考えられ、そ
の中で検討することとな
る。

基本的には、開示できる情報である。ただし、間接費につ
いては、その意味を確認した上で、対応を検討する。

これらの事項については、市場化テストに関す
るガイドライン、官民競争入札の実施に関する
方針、サービスのコスト削減等を実現し得る評
価基準、契約条件等を策定する中で考慮すべき
内容であると考えられ、その中で検討すること
となる。

国民年金の徴収・
回収業務支援

文書・電話催告、現地調査支援、訴状作成支援等

債権回収業者（サービサー）では、さまざまな
回収に対し、確実な実績をあげるノウハウを有
している。公権力の行使の部分以外の文書・電
話催告、現地調査や訴状作成などのサポートを
行うことで、徴収・回収業務の効率化を図り、
徴収率の向上と職位負荷の軽減に寄与すること
を目的とする。

（法務省）
要望管理番号9に同じ

32 c

（厚生労働省）
債権回収業者（サービサー）に対する委託を行った場合、滞納事業主に係る企業情報をサービサーに提
供することとなるが、当該サービサーやその関係法人等の保有債権と労働保険料に係る債権が競合し利
益相反となるおそれがあるため不適当である。

労働保険の保険料の徴収等に関する法律
（徴収金の徴収手続）
第二十九条 　労働保険料その他この法律の規定による徴収金は、こ
の法律に別段の定めがある場合を除き、国税徴収の例により徴収す
る。

国税徴収法
（定義）
第二条 　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該
各号に定めるところによる。
（第一号～第十号　略）
十一 　徴収職員　税務署長その他国税の徴収に関する事務に従事す
る職員をいう。

―

開示する情報については、内閣府が各省の協議を経て策定
する「市場化テストに関するガイドライン」、官民競争入
札の実施に関する方針、サービスのコスト削減等を実現し
得る評価基準、契約条件等を策定する中で考慮すべき内容
であると考えられるため、その中で検討することとなる
が、現段階において具体的に開示する情報については以下
のとおりである。
なお、労働保険料として徴収・回収しているので、雇用保
険料のみを前提としたデータの集計はしていないため、開
示可能な情報も労働保険料としての情報となる。
　資料出所は労働局作成データ
　(1)　事業規模：督促状発送事業場数
　(2) 繁忙期：①督促状発送時期、②滞納整理期間
　(3) 間接費の意味を確認したうえで、対応を検討する。
　(4) 業務量（処理件数）：納付督励回数（電話・文書・
訪問等）
　(5) 徴収、回収金額等：督促状発送事業主に係る徴収額

①ー２において既に述べたとおり、ご要望につ
いては、市場化テストの対象とすることはでき
ない。

雇用保険料の徴
収・回収業務支援

文書・電話催告、現地調査支援、訴状作成支援等

債権回収業者（サービサー）では、さまざまな
回収に対し、確実な実績をあげるノウハウを有
している。公権力の行使の部分以外の文書・電
話催告、現地調査や訴状作成などのサポートを
行うことで、徴収・回収業務の効率化を図り、
徴収率の向上と職位負荷の軽減に寄与すること
を目的とする。

（法務省）
要望管理番号9に同じ

33 ｄ
（厚生労働省）
各種届書の内容をシステムに入力する業務は、既に大部分を民間委託しているため、「措置済み」であ
る。

― ― ― ―

個人情報保護対
応：分割･分散処
理データエント
リー事業

社会保険庁並びに管轄下の組織に於いて、発生していると想定される帳票（紙媒体）のデー
タエントリー事業

一般的に、データエントリーを行う場合、下記
の情報媒体を入力者（エントリーオペレータ）
に渡す（見せる）事が必要。
①紙媒体そのもの
②紙媒体のフォトコピー
③紙媒体全体を画像データ化したもの。

この場合、下記の点で個人情報保護上の問題が
発生する。

①紙媒体あるいは画像データ全体が庁外へ出て
行く事による情報紛失、漏洩リスク。
②仮に庁内で入力作業を実施している場合で
も、作業者に紙媒体あるいは全体画像を渡すあ
るいは見せる事による情報漏洩リスク。

こういった問題を発生させない仕組みを前提と
した市場化の再検討を望みます。
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34 b

（経済産業省）
当省は「人事・給与情報システム」を導入する予定となっており、市場化テストについてはシステムが
カバーする業務範囲および機能が具体化スケジュールにあわせて検討していきたい。

現時点においては国が行う人事事務および給与事務については、「人事・給与等業務・システム最適化
計画（平成１６年２月２７日）」に基づき人事院、総務省および財務省にて「人事・給与関係業務情報
システム（以下「人事・給与情報システム」という。）を開発中であり、全府省がこのシステムを導入
することとなっている。このため、人事・給与業務の市場化テストについては、当該システムがカバー
する業務範囲および機能が具体化するスケジュールにあわせて検討していきたい。

人事・給与業務に関する法規制等については、「人事・給与情報シ
ステム」の導入に伴い関係法規制等を所管する省庁等を中心に検討
が進められるものと考えている。一方、当省の人事・給与業務を市
場化することによる関係規定等の見直しについては、人事・給与シ
ステムがカバーする業務範囲等の具体化にあわせて、個別業務毎に
検討していくことが必要と考える

現時点では、「人事・給与
等業務・システム最適化計
画（２００４年（平成１６
年）２月２７日）に基づ
き、全府省とも「人事・給
与情報システム」を導入す
ることとなっており、当該
システムの導入に係るコス
ト試算については人事院、
総務省および財務省を中心
に行われるものと考える。
また、当省における当該シ
ステムを活用した入力作業
コストとこれを市場化する
ことにより発生するコスト
については、システムがカ
バーする業務範囲等が具体
化するスケジュールにあわ
せて検討していくことが必
要と考える。

政府全体の人事業務に係る関連業務および現時点での現行
業務量（時間）については、「人事・給与等最適化計画」
を策定する際に、「業務処理時間短縮効果の試算方法」と
してとりまとめられている。

現在、実施している人事・給与に関する基本情
報等の入力業務については、市場化することに
よってコスト面を含めて業務が効率化するので
あれば、民間等へのアウトソーシング等を検討
していくことが重要と考えており、「人事・給
与情報システム」の具体化スケジュールにあわ
せて検討していくことが必要と考える。

国等（各府省の内
部部局、外局、地
方支分部局に加
え、独立行政法
人、特殊法人等を
含む。）が行う人
事業務に関する給
与事務、およびそ
れに付随するデー
タ入力代行および
管理

左記業務において想定する業務範囲は別紙１「想定する受託業務範囲」となります。ただ
し、最終的な業務擦り合わせの結果として対象業務範囲の一部追加・縮小は考えられます。
また、将来的には可能な範囲で各省庁、独立行政法人あるいは特殊法人などに対象を拡大し
たいと考えますが、当初推進する上での対象組織は、以下を想定しております。
－　他省庁などの展開を考える上で規模的に以降のベンチマークを行い易い1万人前後の職
員を有する組織　（経済産業省）
－　全国に分散した組織で業務集約化などの手法により効果が得やすい組織　（社会保険
庁）
－　人事・給与システムの更改時期が間近に迫っており、それを機に業務の効率化を図るこ
とが可能な組織　（農林水産省）

現行の国等が行う間接部門の業務全般に各省
庁、部局などごとに異なる業務運用を行ってい
ると推察され、また民間で大規模組織において
とられる手法であるシェアードサービス化も十
分進んでいないものと想定しています。
弊社ではそれら間接部門の中でとりわけ人事業
務について着目し、弊社の持つシェアードサー
ビスの手法を始めとした人事業務に対する効率
化施策を行うことにより、人事業務のコスト低
減および品質の向上を図ることが可能と考えて
おります。
また、これらの業務は民間企業において給与事
務アウトソーシング作業として一般化してお
り、この理由はコスト削減とともに給与事務そ
のものが企業の競争優位に直接的につながる業
務ではないという認識のもとでなされていま
す。同様の理由により、弊社においても、当該
給与事務作業自体が国等が行政上などで真に行
うべき付加価値業務ではないと考えることか
ら、これら業務については民間に委託し、国等
の機関においてはより官が真に行うべき業務に
特化すべきものと考えます。

c
（農林水産省）
人事院が開発した人事・給与システムを平成１８年度を目途に導入する方向で準備中であり、システム
の導入に当たってはサーバー等の保守管理に関し可能な限り民間委託する。

人事院が開発している人事・給与システムの中で処理され
る業務については、職員自ら入力する行為及び決定する行
為以外はシステム内で自動的に処理されるよう、システム
設計がなされていると理解している。

人事院が開発している人事・給与システムの中
で処理される業務については、職員自ら入力す
る行為及び決定する行為以外はシステム内で自
動的に処理されるよう、システム設計がなされ
ていると理解している。

c

（厚生労働省）
 人事院等が開発している人事・給与システムの中で処理される業務については、職員自ら入力する行
為及び決定する行為以外はシステム内で自動的に処理され、アウトソーシングされるような業務は、ほ
とんどないようにシステム設計がなされているものと理解している。
　また、人事院が開発しているシステムは、当省だけが導入するものではなく、全省庁が等しく導入す
ることを政府として決定しているものであることから、システム開発者である人事院等において、その
ような業務があるかどうか判断いただくべきであると考えている。
　

― ―

人事院が開発している人事・給与システムの中で処理され
る業務については、職員自ら入力する行為及び決定する行
為以外はシステム内で自動的に処理され、アウトソーシン
グされるような業務は、ほとんどないようにシステム設計
がなされていると理解している。
　いずれにしても、システムが完成され導入した時点でな
ければ、各種業務の形態が明確にできない状況にあり、現
時点では情報を開示することは不可能である。

―

35 b

（経済産業省）
当省は「人事・給与情報システム」を平成１９年度以降に導入する予定となっており、市場化について
はシステムの具体化を待って検討していきたい。

現時点にておいては国が行う人事事務および給与事務については、「人事・給与等業務・システム最適
化計画（平成１６年２月２７日）」に基づき人事院、総務省および財務省にて「人事・給与関係業務情
報システム（以下「人事・給与情報システム」という。）を開発中であり、全府省がこのシステムを導
入することとなっている。このため、市場化テストについては、当該システムの具体化を待って検討し
ていきたい。

人事・給与業務に関する法規制等については、「人事・給与情報シ
ステム」の導入に伴い関係法規制等を所管する省庁等において検討
が進められるものと考えている。

現時点では、「人事・給与
等業務・システム最適化計
画（２００４年（平成１６
年）２月２７日）に基づ
き、全府省とも「人事・給
与情報システム」を導入す
ることとなっており、当該
システムの導入に係るコス
ト試算については人事院、
総務省および財務省を中心
に行われるものと考える。
また、当該システムを当省
に導入する際のコストにつ
いては、システムの詳細が
明らかになった段階で試算
していくものとする。

政府全体の人事業務に関連する事項に係る関連業務および
現時点での現行業務量（時間）については、「人事・給与
等最適化計画」を策定する際に、「業務処理時間短縮効果
の試算方法」としてとりまとめられている。

現在、実施している人事・給与に関する基本情
報等の入力業務については、民間等へのアウト
ソーシング等により業務の効率化・合理化の対
象として検討していくことが重要と考えてお
り、「人事・給与情報システム」の詳細が明ら
かになった段階で検討していくことが必要と考
えている。

国等（各府省の内
部部局、外局、地
方支分部局に加
え、独立行政法
人、特殊法人等を
含む。）が行う人
事業務に関する給
与事務、それに付
随するデータ入力
代行および管理、
およびそれら事務
に関連するシステ
ムの導入ならびに
保守運用作業

左記業務において想定する業務範囲は別紙１「想定する受託業務範囲」となります。ただ
し、最終的な業務擦り合わせの結果として対象業務範囲の一部追加・縮小は考えられます。
システムの導入・運用作業の範囲については、上記業務を行う上でのシステムの導入・保
守・機能追加、システムの運用（運用監視、ネットワーク管理、ハードウェア資源管理、障
害対応、機械・システム基盤保守、セキュリティ管理などを含みます）を想定します。
また、将来的には可能な範囲で各省庁、独立行政法人あるいは特殊法人などに対象を拡大し
たいと考えますが、当初推進する上での対象組織は、以下を想定しております。
－　他省庁などの展開を考える上で規模的に以降のベンチマークを行い易い1万人前後の職
員を有する組織　（経済産業省）
－　全国に分散した組織で業務集約化などの手法により効果が得やすい組織　（社会保険
庁）
－　人事・給与システムの更改時期が間近に迫っている組織　（農林水産省）

現行の国等が行う間接部門の業務全般に各省
庁、部局などごとに異なる業務運用を行ってい
ると推察され、また民間で大規模組織において
とられる手法であるシェアードサービス化も十
分進んでいないものと想定しています。
また、本来効率化に資するべきシステム投資も
事務とシステムにおける総合的なコストマネジ
メントがなされていないことから、投資対効果
の低いシステム投資が多くなされているものと
想定しています。
弊社ではそれら間接部門の中でとりわけ人事業
務について着目し、弊社の持つシェアードサー
ビスの手法を始めとした人事業務に対する効率
化施策ならびにそれを支えるシステムの導入・
保守運用作業を行うことにより、人事業務・シ
ステム全般のコスト低減および品質の向上を図
ることが可能と考えております。
また、これらの業務は民間企業において給与事
務およびシステムのアウトソーシングとして一
般化しており、この理由はコスト削減とともに
給与事務およびシステム作業そのものが企業の
競争優位に直接的につながる業務ではないとい
う認識のもとでなされています。同様の理由に
より、弊社においても、当該給与事務作業自体
が国等が行政上などで真に行うべき付加価値業
務ではないと考えることから、これら業務につ
いては民間に委託し、国等の機関においてはよ
り官が真に行うべき業務に特化すべきものと考
えます。

c

（農林水産省）
人事院が開発した人事・給与システムを平成１８年度を目途に導入する方向で準備中であり、システム
の導入に当たってはサーバー等の保守管理に関し可能な限り民間委託する。

  

人事院が開発している人事・給与システムの中で処理され
る業務については、職員自ら入力する行為及び決定する行
為以外はシステム内で自動的に処理されるようシステム設
計がなされていると理解している。

人事院が開発している人事・給与システムの中
で処理される業務については、職員自ら入力す
る行為及び決定する行為以外はシステム内で自
動的に処理されるようシステム設計がなされて
いると理解している。

c

（厚生労働省）
 人事院等が開発している人事・給与システムの中で処理される業務については、職員自ら入力する行
為及び決定する行為以外はシステム内で自動的に処理され、アウトソーシングされるような業務は、ほ
とんどないようにシステム設計がなされているものと理解している。
　また、人事院が開発しているシステムは、当省だけが導入するものではなく、全省庁が等しく導入す
ることを政府として決定しているものであることから、システム開発者である人事院等において、その
ような業務があるかどうか判断いただくべきであると考えている。
　

― ―

人事院が開発している人事・給与システムの中で処理され
る業務については、職員自ら入力する行為及び決定する行
為以外はシステム内で自動的に処理され、アウトソーシン
グされるような業務は、ほとんどないようにシステム設計
がなされていると理解している。
　いずれにしても、システムが完成され導入した時点でな
ければ、各種業務の形態が明確にできない状況にあり、現
時点では情報を開示することは不可能である。

―

36 c,d

（厚生労働省）
バックオフィスの業務範囲について、明らかではないことから、当省から規制改革・民間開放推進室に
照会したところ、バックオフィスの対象について、明確な回答は難しいが、標題にあがっている物品調
達とバックオフィス業務である清掃、運転手、施設管理、物品管理の中から１つ選択して回答するよう
にとの指示を頂いたところ。物品調達及び物品管理については、財務省の所管法令である会計法令等に
基づいて制度　の整備がなされているところであり、当省としては当該提案について、判断する立場に
ないものと考える。また、清掃、運転手、警備等の施設管理業務については、アウトソーシングを実施
しているところであり、本提案については、既に実施済みと考える。

国立病院機構の本部及びブロック事務所における消耗品等の物品調達業務については、購入量が少ない
ことから、業務量も少ないため、機構の本部及び各ブロック事務所の職員が、他の業務の余力で行って
いるものであり、市場化テストの対象として不適当。（人件費等の削減は見込めない一方、委託費が新
たに発生する等効率化は困難。）

― ―

　開示する情報については、内閣府が各省の協議を経て策
定する「市場化テストに関するガイドライン」、官民競争
入札の実施に関する方針、サービスのコスト削減等を実現
し得る評価基準、契約条件等を策定する中で考慮すべき内
容であると考えられるため、その中で検討することとなる
が、具体的に開示可能と考えられる情報は以下の通り。
①当該業務の業務プロセス
②仕組みが情報システム化されている業務プロセス
③業務内容
④直接的な人件費及び間接的な費用
ただし、これらの情報の開示については、国立病院機構に
おいて、調査等の作業が必要であり、開示が必要と判断さ
れてから、更に一定の期間が必要である。

―
バックオフィス業
務

■厚生労働省・社会保険庁内のバックオフィス業務（物品調達等を含む総務請負サービス）
■国交省及び国立病院機構の本庁および出先機関のバックオフィス業務（物品調達）
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（国土交通省）
　文房具等の物品調達については、「購入準備、数量とりまとめ、入札行為、契約行為、納品確認（検
査）、在庫管理」などまで多岐に及ぶものであり、個々の事務手続きごとに関係する法令があり、当該
法令等を所管していない当省の判断において検討を進めることは不可能であると考える。ただ、あえて
参考まで申し上げるならば、本提案にあるようなシステムの検討・開発に関しては、政府レベルでの各
取り組みにおいて実施詳細等を民間企業を交え議論しており、とりまとめ省庁の下、以下のとおり、各
省庁が協力的に取り組んでいるところであって、ご提案内容については、既に民間開放済と考える。
①要望内容は、「主に文房具」などの物品調達について、「インターネット」を介しての調達業務を行
うものとのことであるが、国土交通省においては、文房具を含めた「物品購入・役務の提供」等の分野
で、競争入札における電子入札の全面的実施（平成１７年度４月移行）を国土交通省各地方機関まで含
めて決定（平成１６年度中も一部実施中）しており、既にＷｅｂ上での調達が可能。
②また、現在、総務省とりまとめにより、ＩＴベンダー企業が中心となり、各省庁が参加する形式で検
討会を継続的に開催しており、今回の要望内容と同一と解される「カタログ調達サービス」をＷｅｂ上
で実施する計画が決定されており、導入を前提とした「各サービス概要の定義」段階である。なお、同
計画については、電子入札の実施から、契約の電子化、支払い関係業務まで一貫して電子化することを
目的として実施中である。
③さらに、当該業務を含む「官房基幹業務」について見直し（「各業務・システム最適化計画」：ＣＩ
Ｏ連絡会議決定）が政府レベルでの取り組みとして既に行われているところであり、見直し内容に即し
たシステム開発等を行う予定となっている。本計画においては、今回の要望の対象業務の殆どを電子化
する計画がなされているところ。また、その開発については、既に民間事業者主体での検討がなされて
おり、検討後速やかに外注化する予定である。

37 ｄ

（厚生労働省）
　国立病院機構の各病院における施設保全管理業務については、民間委託を行っているところ。
　また、全病院共通したライフサイクルコストの低減についても、国立病院機構において、全病院の保
全情報を蓄積し、各病院のライフサイクルコストの比較を行うため、民間事業者にシステム開発を委託
すること等により行うこととしており、既に部分的に実施している。

独立行政法人労働者健康福祉機構の病院における施設保全管理業務については、民間委託を行ってい
る。
　また、ライフサイクルコストの低減化については、機構本部において各病院の保全情報を含む各種情
報を電子情報として集積管理、分析するとともに、エネルギー節減対策などを民間委託している。

― ― ― ―
建物施設保全管理
業務

各国立病院及び独立行政法人労働者健康福祉機構の建物施設保全管理業務

民間事業者が各病院が保有する建物施設の保全
業務を一括して実施する。各病院においては、
経年による老朽化や機能劣化進んでいる。この
ため、民間事業者は全国的な電子情報組織を設
け、全病院の保全情報を集積管理し、各病院を
横断するベンチマーク分析行い維持管理費やエ
ネルギー使用量の適正化を図るとともに、長期
保全計画に基いた施設整備費の適正な配分等に
よりライフサイクルコスト低減を図る。

38 e

（経済産業省・中小企業庁）
中小企業診断士制度における試験事務は、中小企業支援法第１２条に基づき指定を受けた指定試験機関
が、経済産業省令に規定される試験事務規程及び事業計画等に基づき実施しているところ。
この現行制度において、指定試験機関が試験事務の適正かつ確実な実施の範囲内で必要に応じて事務の
一部を委託することを妨げるものではなく、既に試験に係る電算処理事務等を民間事業者に委託してい
るところ。

－ － － －
国家資格試験実行
管理事業

各種国家資格の募集～試験～合格通知の実行委託（事務処理・採点及び試験会場確保・試験
実施）
・中小企業診断士試験
・情報処理技術者試験
を対象に考えている。

国家資格については、資格ごとに担当する財団
があり、試験関連業務も各財団等で個別に実施
されている。試験問題の作成は専門性が必要で
あり委託は困難と考えるが、試験関連の事務・
実行管理は共通点が多いと考えられる。これら
の事務を集約することで、要員のプール化とノ
ウハウの蓄積が可能となり、生産性の向上によ
るコストダウンが可能となる。また、個別に実
施されていると想定されるシステム構築も統合
化でコストダウンが可能である。これらのコス
トダウンにより、受験料の値下げが可能とな
る。また、財団職員は試験問題作成に専念でき
ることから、より多種の試験問題作成が可能と
なり、試験実施回数の増加、さらにはインター
ネット活用による試験実施といった方法の適用
が可能となり、受験者の利便性の向上を図るこ
とが可能となる。

b

（経済産業省）
●平成１７年度の試験日程は４月第３日曜と１０月第３日曜を予定しているところ。
　４月の試験については、年内に公示し、来年１月上旬より受付を開始することからモデル事業で実施
することは不可能。
　１０月の試験についても、公示は４月を受付開始は７月初めを予定しているため、遅くとも４月には
試験手続きの詳細が決定している必要があるため、民間事業者側による会場確保やシステム構築などに
必要な期間が確保できず平成１７年度にモデル事業として実施することは不可能。

●本年度より情報処理推進機構（ＩＰＡ）では、一部地域において、会場運営等の業務を試験的に民間
事業者に委託しており、平成１８年度実施分からは、将来の包括的な委託も視野に入れて、適切な場合
には順次、委託業務範囲・対象地域を拡大していく方針である。

- - - -

39 ｅ
（経済産業省）
独立行政法人日本貿易振興機構が行う会費の収納は自己収入費用の収納であり、公金の収納に当たらな
いため、本件の検討の対象外である。

－ － － －
会費等の公金収納
に対する収納代行
業務

クレジットカード決済による収納

わが国では公金収納（使用料・手数料・税金）
のチャネルが金融機関・郵便局・税務署の窓口
支払や口座振替だけでなく、マルチペイメント
ネットワークを利用したインターネットバンキ
ング・モバイルバンキングなどのチャネルが拡
大し、すでに財務省・名古屋国税局などで取組
が行われている。国民の利便性を考えると、ク
レジットカードや電子証紙などのチャネルも必
要であり、これらチャネルを使った収納を代行
する。またこれにより収納率の向上と職員負荷
の軽減も図る。

40 ｄ

（国土交通省）
　封印の取付については、道路運送車両法第28条の３第１項の規定に基づき、民間事業者に委託できる
こととされている。
　この規定に基づき、既に封印の取付については、民間委託が行われている。

封印委託事業者数
　　4,803社

封印業務件数
　委託業務
　　新規登録　5,063,164件
　　移転等　　3,040,451件
　　合　　計　8,103,615件

自動車における封
印制度委託制度

現在国土交通省自動車局のもと
全国９ブロック　５２陸運支局内で実施されている
登録業務のうち　ナンバープレートの交付に伴う
封印事業について

「現行の自動車の登録制度において、ナンバー
プレートの交付を伴う場合、当該車両をその都
度各支局に持ち込み車台番号を確認した後に施
封を受けている。ナンバープレートは車を外観
から識別をする上で欠かせないものであり、施
封はそのナンバープレートが確実に当該車両に
取り付けられていることを外観上判断するため
に不可欠であると思います。しかし、一部の場
合を除いて大半がナンバー交付の都度車両を各
支局に持ち込むことを必要とされている現状
は、多大な時間と労力を要し、いたずらに各支
局の混雑を招いている。更に年末や年度末にお
いては、登録業務が集中するために周辺の交通
渋滞をも招き、支局によっては近隣住民の生活
に支障をきたしているのが現状である。これを
その取り扱いにおいて一定水準の知識を有する
と認められた民間が、出張で施封するといった
委託の方式で実施することとすれば、国民の負
担は軽減され、混雑も緩和される。そうしたこ
とによって各支局において必要とされる敷地面
積も変わって来る筈である。また各支局ごと
に、最も近い団体のみに一極集中している封印
委託の現状を変えることで競争原理が生まれ、
これから始まるワンストップサービスにおいて
もナンバープレートの交付までを一元化でき
る。
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（国土交通省）
　国土交通省及び両独立行政法人の文書管理に関し、民間開放を妨げる制度上の制約は特にない。

　現在までの民間開放の状況は、完成工事図面等の図面・文書は、既に民間事業者が図面等の電子化を
行っている。電子化された図面等の検索・保管についても、既に民間事業者に委託してシステムを構
築・導入済みであり、システムへの登録も含め、全般的に民間開放している。

　また、両独法についても、図面等の検索業務等については、各独法の自主的な判断において、必要に
応じて外部委託等の民間開放を行うことによって、業務運営効率化に取り組んでいるところである。

図面・文書の保
管・検索業務

公共工事発注機関
・国土交通省　地方整備局
・国土交通省　官庁営繕部
・水資源機構
・鉄道・運輸機構
における完成工事図面等図面・文書の保管・検索業務

民間事業者が電子情報組織を設け、公共施設図
面の電子化・登録・検索・紙文書の保管等の
サービスを提供する。これにより、①必要な時
に必要な施設図面がもれなく利用できるように
し、②図面管理業務の集約による効率化・費用
縮減をはかり、③災害等緊急時の図面情報即時
活用を可能にする。
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